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決 算 特 別 委 員 会 記 録 

 

１ 日  時  令和４年１０月２６日（水） 

午前９時５８分 開会 

午後４時００分 散会 

 

２ 場  所  議場 

 

３ 出席委員（２２名）   

   委員長  永 易 英 寿      副委員長 小 野 辰 夫 

   委 員  小 野 志 保      委 員  片 平 恵 美 

   委 員  合 田 晋一郎      委 員  白 川   誉 

   委 員  伊 藤 嘉 秀      委 員  越 智 克 範 

   委 員  井 谷 幸 恵      委 員  神 野 恭 多 

   委 員  米 谷 和 之      委 員  篠 原   茂 

   委 員  河 内 優 子      委 員  黒 田 真 徳 

   委 員  藤 田 誠 一      委 員  田 窪 秀 道 

   委 員  伊 藤 謙 司      委 員  藤 原 雅 彦 

   委 員  大 條 雅 久      委 員  藤 田 幸 正 

   委 員  伊 藤 優 子      委 員  近 藤   司 

 

４ 欠席委員 

委 員  山 本 健十郎 

 

５ その他出席者 

代表監査委員     鴻 上 浩 宣    監査委員         杉 本 茂 利 

監査委員       仙 波 憲 一    監査委員事務局長     山 内 嘉 樹 

 

６ 説明のため出席した者  

市長         石 川 勝 行    副市長           加 藤 龍 彦 

副市長         原   一 之   

 

企画部 

企画部長       亀 井 利 行    総括次長（総合政策課長） 加 地 和 弘 

文化スポーツ局長   佐 薙 博 幸    財政課長          藤 田 英 友 

ＩＣＴ戦略課長    西 原   誠    別子銅山文化遺産課長   藤 田 和 久 

シティプロモーション推進課長  鈴 木 今日子      文化振興課長       中 沢 美由紀 

スポーツ振興課長   安 永 亮 浩    文化振興課美術館長    高 橋 洋 毅 

別子銅山文化遺産課広瀬歴史記念館長  土 岐 幸 司 

総務部 

総務部長       高 橋 正 弥    総括次長（人事課長）   髙 橋   聡 

次長（総務課長）   堀   尚 子    次長（市史編さん室長）  和 田 隆 宏 

   契約課長       松 平 幸 人    管財課長         原   道 樹 
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福祉部 

福祉部長       古 川 哲 久    総括次長（地域福祉課長） 久 枝 庄 三 

こども局長      酒 井 千 幸    介護福祉課長       東 田 寿 重 

こども保育課長    正 岡 大 典    国保課長         菅   裕 二 

生活福祉課長     塩 崎 秀 一    地域包括支援センター所長 阿 部 広 昭 

子育て支援課長    高 畑 孝 智        健康政策課長       佐々木 正 子 

保健センター所長   渡 辺 千 景        介護福祉課主幹      村 尾   裕 

生活福祉課主幹     伊 藤 考 嗣    子育て支援課主幹     山 﨑 千 織 

市民環境部 

市民環境部長     長 井 秀 旗    総括次長（市民課長）   伊 藤 裕  

環境エネルギー局長  松 木   伸    危機管理監        小 澤   昇 

地域コミュニティ課長 藤 田 清 純    危機管理課長       髙 橋 良 徳 

カーボンニュートラル推進室長 小 島   篤    環境衛生課長       安 藤 寛 和 

   廃棄物対策課長    近 藤 淳 司    人権擁護課長       上 野 壮 行 

   清掃センター所長   岡 部 文 仁 

出納室 

会計管理者（出納室長）高 橋   司 

議会事務局 

議会事務局長     髙 橋 利 光    次長（議事課長）     高 本   光 

選挙管理委員会事務局 

   選挙管理委員会事務局長 堀   尚 子 

上下水道局 

上下水道局長     神 野 賢 二    総括次長         神 野   宏 

企業経営課長     真 鍋 達 也    施設管理課長       近 藤 民 雄 

企業経営課副課長   横 山 倫 代 

 

７ 委員外議員 

議 長  藤 田 豊 治      副議長  高 塚 広 義 

 

８ 議会事務局職員出席者 

議会事務局長   髙 橋 利 光    議会事務局次長   高 本   光 

議事課議事係長  和 田 雄 介    議事課主事     田 辺 和 之 

 

９ 付託案件 

認定第１号 

認定第２号 
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10 会議の概要 

 

午前 ９時５８分開会 

 

認定第１号 

○神野上下水道局総括次長： 説明 

○杉本監査委員： 監査意見 

 

認定第１号質疑 

【水道事業会計】 

○委員（大條雅久） 平成９年度の料金改定以

来、初めての営業損失計上とのことで営業収益の

減少が1,832万2,000円にもかかわらず令和2年度

との営業収支の比較増減が8,211万6,000円になっ

ています。6,365万7,000円の黒字から一年で

1,845万9,000円の赤字になった主たる原因はどこ

にあるのでしょうか。次に、営業費用の中の原水

及び浄水費はどのような内訳でしょうか。営業外

収益についても前年比4,795万9,000円の減収です

が、減収の理由は何でしょうか。 

○真鍋企画経営課長 赤字になった主たる原因で

すが、要因としては収益の減少と費用の増加の両

面があり、まず収益の減少については、給水収益

が令和２年度から令和３年度に1,900万円減少し

ています。次に費用の増加としては、老朽化や震

災対策等の建設改良費の増加に伴う減価償却費と

資産減耗費を合わせて令和２年度から令和３年度

にかけて1,200万円増加しています。そのほか、

原水及び浄水費の工事請負費や動力費、退職手当

の増加などが主な要因となっています。 

２番目の原水及び浄水費の内訳です。営業費用

の原水及び浄水費は、水源施設や送水場の維持管

理、水質管理のための経費を支出していますが、

令和２年度に比べ令和３年度は主に工事請負費と

動力費が増加しています。工事請負費では、送水

ポンプの整備と井戸のしゅんせつ工事を実施しま

した。どちらも整備計画に沿って実施しています

が、送水ポンプについては、５年から６年ごとに

分解整備を実施し、令和３年度は令和２年度に比

べ、整備箇所が多かったため、事業費が増加して

います。井戸のしゅんせつについては、令和２年

度は該当ありませんでしたが、令和３年度は工事

を実施したため、事業費が増加しています。ま

た、動力費については、令和２年度と比べ使用電

力量は減っていますが、燃料調整費が増加したた

め、増加しています。 

３番目に営業外収益の減収の理由の主な要因で

す。修繕引当金戻入益3,000万円の減少となって

います。修繕引当金とは、将来の水道管や水道施

設などの大規模な修繕に備えるために引当て、す

なわち積立てするもので、基準を超えていたら取

崩しを行い、足りなければ積立てを行うものとな

ります。令和３年度に料金改定の検討を行う際

に、資産を適正に維持していくための経費とし

て、資産維持率２％という水準を決定し、修繕引

当金についても資産の価格の２％に相当する金額

まで積立てを行いました。このことにより、修繕

引当金の取崩しによる収益が皆減していると同時

に、修繕引当金の積立てによる支出も増加してい

ます。 

○委員（大條雅久） 質問の１番の趣旨は、給水

収益の減少が1,900万円であったにもかかわら

ず、昨年対比で8,000万円の差が出たということ

で、費用の支出先の営業外収益の減少、大きな仕

組みの中で少し疑問が出たので聞きました。金額

の説明はありましたが、その金額の差が何故かと

いう点が今一つしっくりきていません。 

また、原水及び浄水費に関しては、過去を見ると

３年周期で３億円を超えるような支出が出ていま

す。それが先ほどの説明の中の五、六年ごとの定

期的な更新と関わるのですか。 

○神野上下水道局長 井戸やポンプなどはかなり

多くの箇所にあり、ポンプは５年、６年周期で、

井戸はおおむね10年周期で整備しており、平準化

を行い整備していますが、年度により整備台数が

変わりますので、年によって事業費の増減があり

ます。令和３年度については、整備台数が多かっ

たため、原水及び浄水費の工事請負費が増えたと

いうことです。 

 

認定第１号要望 

な し 

 

認定第１号採決 

○委員長（永易英寿） これより認定第１号を採

決いたします。 

 認定第１号は認定することに御異議ございませ

んか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○委員長（永易英寿） 御異議なしと認め、認定



－4－ 

第１号は認定すべきものと決しました。 

 以上で認定第１号の審査は終了いたしました。 

  午前１０時４７分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午前１０時５９分再開 

 

認定第２号 

○亀井企画部長： 訂正説明 

○藤田財政課長： 説明 

○鴻上監査委員： 監査意見 

 

認定第２号 第１グループ質疑 

【令和３年度決算の概要】 

○委員（伊藤嘉秀） 個人市民税が、近年では数

年ぶりに減少に転じているが、コロナ禍の影響と

考えてよいのでしょうか。原因を教えてくださ

い。 

 個人市民税の人口１人当たりの金額が高く維持

されているのは、コロナの中でも就業者人口率が

高いまま維持されているからでしょうか。要因を

教えてください。 

○藤田財政課長 市民税の個人市民税が減少して

いる原因については、令和３年度の個人市民税

は、令和２年１月から12月までの所得を基に算定

しています。令和２年度と令和３年度の所得別納

税義務者数を比較すると、課税標準が300万円を

超える所得層が減少し、300万円以下の所得層が

増加しています。市民税が減少した原因は、令和

２年に新型コロナウイルス感染症が流行した影響

によるものと考えられます。 

 次に、個人市民税の人口１人当たりの金額が高

く維持されている理由についてですが、個人市民

税の納税義務者には、給与所得者、営業等所得

者、公的年金等受給者、その他の所得の方がお

り、その中で給与所得者、営業等所得者の納税義

務者数を令和２年度と令和３年度で比較すると、

給与所得者は令和２年度が４万2,468人、令和３

年度が４万2,842人と374人の増加、営業等所得者

は、令和２年度が1,850人、令和３年度が1,873人

と23人の増加であり、人口が減少している中、若

干増加しており、就業者人口が維持されているこ

とも要因の一つと考えられます。 

【庁内デジタル化推進費】 

○委員（伊藤優子） 出退勤管理等のシステム環

境構築に要した経費とありますが、出退勤時に、

まだ用紙に書いている職員もいるかと思います

が、何パーセントの職員が使用していますか。 

また、職員は、マイナンバーカードを使用してい

るとお聞きしましたが、職員は全員取得していま

すか。 

○西原ＩＣＴ戦略課長 出退勤等の管理をする庶

務事務システムの利用状況については、出退勤管

理をしている職員の総数は、正規職員のうち、勤

務時間が交代制等の職員を除く674人で、そのう

ちマイナンバーカードによる利用を登録している

職員は517人で、対象職員の約76.7％です。職員

のマイナンバーカード取得率については、９月末

現在、正規職員とフルタイムの会計年度任用職員

を合わせて1,051人中、999人がマイナンバーカー

ドを取得しており、取得率は95.1％となっていま

す。 

○委員（伊藤優子） 76.7％の方がマイナンバー

カードによる利用を登録していると答えていただ

きましたが、ほかの方はなぜマイナンバーカード

による利用を登録しないのですか。 

○西原ＩＣＴ戦略課長 一般的に言われているこ

とですが、マイナンバーカードの紛失等を危惧

し、持ち歩くことに抵抗があることなどが原因で

はないかと考えています。 

【近代化産業遺産まちづくり推進費】 

○委員（片平恵美） 近代化産業遺産まちづくり

推進費1,029万5,000円の内訳を教えてください。 

 旧端出場水力発電所と山田社宅の借地料は幾ら

だったでしょうか。 

○藤田別子銅山文化遺産課長 保存活用事業の借

地料として、住友山田社宅敷地428万9,000円、旧

端出場水力発電所敷地６万4,000円、住友山田社

宅の剪定、除草に係る委託料421万7,000円、施設

修繕料が20万円、その他光熱水費、火災保険料、

消耗品費など 4 8万 9 , 0 0 0円で、小計 9 2 5万

9,000円、情報発信事業の別子銅山産業遺産創造

塾の委託料として75万9,000円、別子銅山冊子の

印刷製本費で21万1,000円ほかで小計103万

6,000円となり、合計1,029万5,000円となってい

ます。 

○委員（片平恵美） 住友山田社宅は限定公開さ

れていますが、来客数はどれぐらいですか。コロ

ナの関係で少なかったとは思うのですが、観光や

ふるさと学習などでの活用はどうでしたか。 

○藤田別子銅山文化遺産課長 住友山田社宅につ
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いては、仮オープン中で、水曜日と日曜日９時半

から11時半までの２時間限定で公開しました。昨

年度はコロナの影響もあり、当初は94日間開館す

る予定でしたが、43日間の開館で、合計で601名

の見学者が来場しました。 

【奨学金返済支援事業費】 

○委員（神野恭多） 奨学金が返済できない若者

が増えているなどの報道が増えており、非常に大

切な事業と認識していますが、本事業の詳細な内

容、周知方法、問合せ状況を教えてください。 

○鈴木シティプロモーション推進課長 本事業の

詳細な内容については、補助対象者は、奨学金を

１年分以上返済し、１回目の交付申請日に満30歳

以下、かつ新居浜市に本社のある中小企業で１年

以上継続して雇用されている方、起業や第１次産

業に従事して、１年以上継続して事業を行ってい

る方で、補助金額は年間返済額の３分の２を上限

に１回当たり20万円まで、申請回数は３回までと

なっています。 

 次に、周知方法については、ホームページや

ＬＩＮＥでお知らせしているほか、県内の大学

や短大、市内の高等学校３年生にチラシを配布、

また産業振興課が作成している企業応援パンフレ

ットで制度の紹介をしています。 

 次に、問合せ状況については、制度の概要等に

ついて、申請者本人以外に企業の方からの問合せ

もあり、平成30年度以降、毎年50件以上のお問合

せをいただいており、申請につながっています。 

○委員（神野恭多） 政府が教育未来創造会議の

中で提言された内容だとは思うのですが、若者の

地方移住の呼び水として期待する中で、一般財源

となっているのですが、国のほうでこのようなメ

ニューはなかったのですか。また、この事業自体

が本市の魅力的な誘引策となっているのか、どの

ように考えているのかを教えてください。 

○鈴木シティプロモーション推進課長 まず、国

のメニューがあるかどうかということについてで

すが、奨学金の返済支援というより給付型の奨学

金が2020年度から創設されています。 

 次に、本市の魅力的な誘引策につながるかとい

うことについてですが、企業を選ぶ際に、どちら

にするかとか、補助制度があるかといった観点で

選ぶ場合は、市外から呼び込んでくることにつな

がっていると考えています。 

【お試し滞在推進費】 

○委員（伊藤優子） ２部屋のお試し移住用の管

理に要した経費とありますが、利用者はコロナ禍

でもあり減ったのではないかと思いますが、利用

者の人数は、一昨年と比べてどうですか。 

 また、移住に至った人は何人いましたか。 

○鈴木シティプロモーション推進課長 お試し移

住用住宅の利用者数については、一昨年の令和２

年度は14組20人、令和３年度は７組13人と減少し

ています。コロナ禍であることや感染拡大防止の

ため、利用を中止していた期間があり、お問合せ

いただいた方もいたのですが、受入れができなか

ったことが要因であると考えています。 

 次に、移住に至った人数については、令和３年

度の利用者において、現時点で移住に至った人は

いませんが、移住について前向きに検討されてい

る方は３組４人います。お試し移住から本格移住

につなげられるよう、継続的にアプローチを行い

たいと考えています。 

【転入者ウエルカム事業費】 

○委員（伊藤優子） 転入者にあかがねポイント

の引換券を渡していますが、ポイント使用状況は

どうなっていますか。また、あかがねポイント付

与数と実績についてお伺いします。 

○鈴木シティプロモーション推進課長 あかがね

ポイントの付与数と実績については、転入した

2,346世帯に、１世帯当たり500ポイント、合計

117万3,000ポイントの引換券を渡したのに対し、

ポイントと交換されたのは200世帯、10万ポイン

トであり、付与率は8.5％でした。付与率が低い

現状をふまえて、付与率の向上に向け、転入者に

交換を呼びかけるチラシの内容を見直すととも

に、あかがねポイント担当課である総合政策課と

も対応策を協議しているところです。 

【スマートシティ推進事業費】 

○委員（井谷幸恵） 内訳と内容について、そし

てお金の支払い先を教えてください。 

○加地総括次長（総合施策課長） まず、内訳に

ついてです。 

 本事業の費用については、データ利活用型基盤

サービス利用料、ダッシュボード利用料などが含

まれているデータプラットフォームサービス利用

料となっています。 

 事業の内容については、現在、プラットフォー

ムに降雨量や河川の水位、あかがねポイントの利

用実績などを蓄積するとともに、河川水位や降雨
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量、避難所開設状況などのデータを組み合わせて

活用し、リアルタイムで防災情報を地図上で確認

できるダッシュボードを運用しています。 

 次に、お金の支払い先については、契約先のデ

ータ利活用型スマートシティプラットフォーム運

営共同企業体の代表者である株式会社ハートネッ

トワークが支払い先です。 

○委員（井谷幸恵） いろいろな分野があると思

うのですが、大きい分野を２つ教えてください。 

○加地総括次長（総合施策課長） 現在取り組ん

でいるのは、防災分野とあかがねポイントによる

経済分野です。 

【産業遺産群ＰＲ冊子作成事業費（繰越分）】 

○委員（神野恭多） るるぶ四国22の販売数は把

握していますか。 

 本事業の成果をどのように検証していますか。 

○藤田別子銅山文化遺産課長 るるぶ四国の販売

元であるＪＴＢパブリッシングに問い合わせたと

ころ、11万6,000部発行に係る販売部数について

は、社外非公開情報で、回答できないとのことで

した。エリアごとの配本部数についても、部外秘

とのことでしたが、首都圏、近畿エリアで半数以

上を占めたとの報告を受けています。 

 本事業の成果については、るるぶ四国2022の発

行年のマイントピア別子の入り込み客数では、コ

ロナウイルスの影響もあり、前年比減少していま

すが、令和３年度と令和４年度の４月から８月ま

での入り込み客数の比較では、令和３年度８万

7,149人に対し、令和４年度16万4,623人で、対前

年比1.89倍となっています。 

 また、住友山田社宅の来場者数では、令和３年

度241人、令和４年度389人で、対前年比1.61倍、

別子銅山関係情報のホームページへのアクセス数

は、令和３年度が489件、令和４年度が1,653件と

3.38倍となっています。 

 これら増加分が全てるるぶ四国購読者によるも

のと限定はできませんが、増加の一因と考えてい

ます。 

○委員（米谷和之） 成果の検証について、よく

ある方法としては、例えばるるぶに切り抜きのス

タンプみたいな物をつけて、いろんなところでそ

れを渡せば入場料が割引になると、それを使った

人は何人いるかでその効果を検証するような方法

は考えられなかったのでしょうか。 

○藤田別子銅山文化遺産課長 観光担当課で進め

ている、ぐるっとにいはまエラー! ブックマー

クが定義されていません。周遊事業スタンプラ

リーのＱＲコードを冊子裏面につけています。具

体的に特典を受けた方までは確認は取れていない

のですが、令和３年度と令和４年度ともユーザー

数で1,100人程度アクセスした方がいたと回答を

いただいています。 

【地域おこし企業人プログラム活用推進事業費】 

○委員（越智克範） 昨年から開始している本事

業の受入れ人数及びこの事業が寄与できた内容を

お伺いします。 

 ２つ目、受入れに当たっての審査や人選は、ど

のように行っているのか、またどのような民間企

業からの受入れが多いのですか。 

 ３つ目、１年半の受入れ期間の妥当性は、どう

評価していますか。また、どのような課題があり

ますか。 

○加地総括次長（総合施策課長） まず、本事業

の昨年までの受入れ人数ですが、１人となってい

ます。 

 本事業が寄与した内容としては、職員のＤＸに

向けた研修や地方創生インターンシップの実施、

国で積極的に進められているデジタル田園都市国

家構想推進交付金を活用した事業への企画提案と

採択後の事業支援、ＬＩＮＥを活用した道路の修

繕箇所の報告など、公式ＬＩＮＥアプリの追加開

発実装の支援などがあり、庁内の様々なデジタル

導入支援等に寄与できたと考えています。 

 受入れに当たっての審査や人選については、ま

ず派遣を依頼する際に、本市からＩＣＴの内容を

熟知するなどの必要とする人材の要件をお示し

て、派遣先であるソフトバンク株式会社が人選し

ています。 

 どのような民間企業からの受入れが多いのかに

ついては、現在のところ、スマートシティの実現

に向けた連携協定を締結し、本制度を活用しての

派遣を提案いただいたソフトバンク株式会社の１

社のみとなっています。 

 本事業開始から１年半の受入れ期間について

は、公式ＬＩＮＥアプリの追加機能実装など、デ

ジタル化の推進に多くの実績があったと評価して

おり、引き続き民間企業のノウハウや外部の視

点、民間の感覚などを活用していくことが有効で

あると考え、今年度も受入れ期間を延長して事業

を継続しています。しかし、制度上、派遣期間が
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３年間と定められており、その３年経過後のＩＣ

Ｔの内容を熟知した人材の確保が課題になると考

えています。 

○委員（越智克範） １人というのは、ソフトバ

ンクの社員なのでしょうか。 

 また、スマートシティ推進協議会がこれを中心

に行っていると思うのですが、スマートシティ推

進協議会そのものの動きと活動はどうしているの

でしょうか。 

○加地総括次長（総合施策課長） 派遣社員につ

いては、ソフトバンクの社員です。 

 スマートシティの動きとしては、現在、協議会

において、交通ワーキンググループや地域経済の

ワーキンググループ、防災のワーキンググルー

プ、福祉のワーキンググループなどに分かれて、

課題解決するためのＩＣＴを利活用した方法など

について検討しています。 

【見守りシステム検証事業費（繰越分）】 

○委員（大條雅久） 事業内容の説明と検証結果

を示してください。今回使用した見守りシステム

は継続して活用できるのでしょうか。 

○加地総括次長（総合施策課長） 事業内容は、

本市の安全、安心なスマートシティ化を推進する

ため、子供向けの見守りシステムの構築に向け、

無線タグとスマートフォンのアプリを使用したセ

ンサー方式による見守りシステムを構築し、市内

15の小学校で661名の小学生及びその保護者が参

加し、タグを検知する基地局は170台設置しまし

た。また、高齢者の見守りについては、ＧＰＳの

位置情報を活用した見守りサービスの構築に向

け、51名の高齢者にＧＰＳ端末の貸出しを行いま

した。 

事業の検証結果について、子供向け見守りサー

ビスは、これまでのメールで通知されるシステム

に比べてアプリで位置情報を確認できる点などが

好評であり、アンケートでは参加した保護者の

70％が引き続き使用したいという回答でした。し

かし、塾や遊びに行く際なども含めてすべての活

動範囲をカバーするために検知エリアを拡大して

ほしいなどの改善を求める意見もあり、利用者の

声を反映した上で、有料サービスの導入を検討す

るという結果となりました。また、高齢者向けの

見守りサービスは、ＧＰＳ端末の管理や、ご家族

によるアプリの操作など改善すべき点も多く、サ

ービスの導入に向けて引き続き課題を検証してい

く必要があります。 

次に、今回使用した見守りシステムは継続して

活用できるのかについては、子供向け見守りサー

ビスは、委託先であった株式会社ハートネットワ

ークにより引き続き無償で提供されています。今

後もさらにタグを感知する基地局を拡大してエリ

アを広げていく予定であり、正式なサービスとし

て令和５年春頃の実装に向け取り組んでいると伺

っています。高齢者向け見守りシステムは、課題

が多く、運用にはシステムの維持費や通信費用も

かかることから、現在サービスを停止していま

す。 

○委員（大條雅久） 実証実験が継続していると

のことだが、希望すればほかの子供も使用可能と

いうことですか。増やしていけるのでしょうか。

それは有料ですか、無料ですか。 

○加地総括次長（総合施策課長） 今年度も小学

校に募集をかけて現在900名が利用していると伺

っており、現在のところ無料でハートネットワー

クが行っています。 

  午前１１時５７分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ０時５９分再開 

【生涯活躍のまち拠点施設管理運営費】 

○委員（伊藤嘉秀） 様々なサービスが同居して

いる中で、業務委託の達成度、完成度をどのよう

に計測するのか、教えてください。 

○鈴木シティプロモーション推進課長 指定管理

料を算出する際に、各施設やイベントごとに利用

人数と収入の見込みを想定し、その数値を基準と

しているほか、利用者に対するモニタリング調査

を行っています。令和３年度は、利用人数の見込

みが約５万人のところ、実績は約５万5,000人、

収入の見込みが約460万円のところ、実績は約

670万円、またモニタリング調査の結果における

全体的な感想として、満足、やや満足が82％とな

っていることから、おおむね順調に委託事業が実

施できたものと考えています。 

○委員（合田晋一郎） 指定管理による効果をど

のように捉えているか、お伺いします。 

 また、新居浜市は、施設とどのように関わり、

どのように取り組んだのか、お伺いします。 

○鈴木シティプロモーション推進課長 指定管理

による効果については、施設管理や事業の企画に

おける民間事業者のノウハウ活用や利用料金制を
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採用したことで、貸し館事業、飲食施設の運営な

どにおける指定管理者の自主的な経営努力によ

り、見込みを上回る利用者数と収益を上げること

ができたという点において、指定管理者制度導入

の効果があったものと考えています。 

 次に、施設への関わりについては、新居浜市が

関わることで相乗効果が期待できる事業は連携を

図りたいと考えており、令和３年度は、施設の認

知度向上と利用促進につなげることを目的とした

生涯活躍のまちオープンＰＲ事業をはじめ、レン

タルオフィスの一室を活用したお試しサテライト

オフィス事業、イオンモールとワクリエを会場と

して開催したまち・わざ・しごとフェス2021な

ど、交流人口の創出や産業振興の分野における事

業に連携して取り組みました。 

【運動部活動競技力向上事業費】 

○委員（藤田誠一） 本事業の令和３年度の実績

を教えてください。令和元年度、２年度と比較し

て、令和３年度はどのように評価していますか。 

令和３年度の実施種目は、コロナ禍もありバド

ミントンと駅伝の２種目となっていますが、他に

予定されていた種目はありますか。 

中学校の運動部活動種目を対象として、令和３

年度末時点で、まだ実施されていない競技種目は

ありますか。 

国内トップコーチ等による講習会、実技指導と

ありますが、トップコーチ等の選考は、どのよう

にしたのですか。 

○安永スポーツ振興課長 まず、令和３年度の実

績としては、中学生対象のバドミントンクリニッ

クを２回、駅伝クリニックを１回開催していま

す。バドミントンクリニックについては、日本ナ

ショナルチームコーチの舛田圭太氏を招聘し、１

回目の参加者が30人、２回目が64人となっていま

す。駅伝クリニックについては、講師に早稲田大

学、明治大学競走部コーチでバルセロナオリンピ

ック出場の渡邉高博氏、富士通株式会社所属で箱

根駅伝４年連続５区区間賞を受賞している柏原竜

二氏を招聘し、参加者は高校生６名、中学生57名

の計63名です。令和元年度実績は、バドミントン

3回、バスケットボール4回、セーリング1回、陸

上競技１回、卓球5回、令和2年度は、コロナの影

響もあり、バドミントンのみ5回実施しました。

 令和３年度もコロナの影響を受け、バドミント

ン2回と、駅伝1回のみの開催となりましたが、バ

ドミントンクリニックについては、１回目は参加

者を広く募り市内全体の競技力の底上げを目的と

し、２回目は、上位選手の更なる強化を図ること

を目的としたレベルの高い練習を実施するという

ように、より目的を明確にして実施することがで

き、新型コロナウイルス感染症の影響により実施

できた種目は少なかったものの充実した内容だっ

たと考えています。 

次に、令和３年度の実施種目については、バス

ケットボール、セーリング、サッカー、野球、ハ

ンドボールを予定していました。 

次に、中学生の実施種目については、中学校体

育連盟を通して希望競技を上げてもらっていま

す。これまで、卓球及びバドミントンを実施し、

今年度ハンドボールを予定しています。また、バ

スケットボール、野球、駅伝についても、高校や

クラブチームなどと合同で実施をしています。サ

ッカーについては高校生及び指導者を対象に行っ

ていますが、各中学校に案内を出し自由に見学で

きるようにしています。バレーボールについて

も、本事業に準ずるクリニックを２年に１度開催

しています。それ以外の種目は現在実施していま

せん。 

次に、トップコーチ等の選考については、多く

の種目は、高校及び中学校の各部活動の顧問及び

種目協会等と協議し、決定しています。また、駅

伝クリニックの渡邉高博氏のように新居浜市にゆ

かりがあり、かつトップで活躍をしていた方、ま

たその方から紹介を受けて依頼している場合もあ

ります。サッカーについては、プロスポーツチー

ムと連携したスポーツまちづくりの一環として、

県内チームのＦＣ今治に協力してもらっていま

す。 

【郷土資料室管理運営費】 

○委員（藤原雅彦） 郷土美術館の館蔵品は、以

前に各小中学校に展示、保管するとお聞きしてい

ましたが、現在、どのようになっているのか、ま

たどのような活用をしているのですか。 

 次に、２番目、また館蔵品全ての品目の記録を

取っているのですか。 

 ３番目、将来館蔵品をどのように収蔵するの

か、お伺いします。 

○中沢文化振興課長 郷土美術館の館蔵品につい

ては、美術品は新居浜市美術館、標本類は愛媛県

総合科学博物館へ移管し、民俗資料、考古資料、
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自然科学資料等については市民文化センター内に

郷土資料室ふるさとラボを開設し、展示すること

としましたが、残る民具等全てを一括管理する場

所の確保が困難であったため、７校の小中学校へ

保管を依頼しました。その後、下水処理場等への

移送を行うなどし、現在は４校の小中学校へ引き

続き保管をお願いしています。 

 活用については、一部を常設展示し、学校行事

等の際に展示を行っている学校もありますが、民

具の大きさや展示場所の確保等の問題があること

から、常設などの方法で活用していただくことは

難しい状況です。 

 次に、館蔵品の品目の記録については、郷土美

術館で作成していた紙ベースの台帳を基に、移

管、廃棄した物を除いた民具、鉱石、岩石、写

真、古文、組み木として分類されていたものを考

古、民俗、歴史、資料、郷土玩具、地学に再分類

し、個々にナンバリングしたエクセルデータとし

て整理しています。 

 次に、館蔵品を将来どのように収蔵するかにつ

いては、現在分散して保管している館蔵品は、ほ

ぼ民具となることから、保存状態によっては全て

を収蔵することは難しいと思われるので、まず一

括で仮置きできるスペースが確保できたら、保存

状態を確認し、写真に収めながら整理を行うなど

し、将来的にはデジタルデータを含めた収蔵を行

いたいと考えています。 

【広瀬歴史記念館管理運営費】 

○委員（白川誉） 過去３年間の来館者数と割引

対象で来館された団体人数及び無料対象者である

18歳未満の来館者数を教えてください。 

 ２点目、行政事業の中で広瀬歴史記念館の位置

づけはどのようにお考えでしょうか。 

 歴史文化の振興に加え、観光資源としての位置

づけもあるとするならば、誘客アプローチはどの

ようにされていますか。 

○藤田別子銅山文化遺産課長 過去３年間の来館

者数については、令和元年度は１万282人、令和

２年度は4,493人、令和３年度は4,603人です。そ

のうち、割引対象で来館した団体人数について

は、令和元年度は1,353人、令和２年度は40人、

令和３年度は101人です。また、無料対象者であ

る18歳未満の来館者数については、令和元年10月

から高校生、大学生等も無料としており、それら

を含めた人数となりますが、令和元年度は

1,235人、令和２年度は871人、令和３年度は

1,063人です。 

 広瀬歴史記念館の位置づけについては、広瀬宰

平の功績を記念し顕彰するとともに、本市に存在

する近代化遺産の活用と生涯学習の振興を図るた

め設置されました。 

 誘客アプローチの例としては、記念講演会及び

記念茶会を含む年１回の特別企画展の開催をはじ

め、５月５日の広瀬宰平の誕生日、成人の日等に

おける施設の無料公開の実施、広瀬公園の桜の開

花状況の速報等の情報発信を、市ホームページ、

市政だより及び市公式ＬＩＮＥの活用により行う

ことで、観覧者数の増加を図っています。 

○委員（白川誉） 市のホームページの広瀬歴史

記念館のページはたどり着きにくく、観光目線に

立ってないと思うのですが、そのあたりはどのよ

うにに連携しようと考えていますか。 

○藤田別子銅山文化遺産課長 ホームページの充

実については、広瀬歴史記念館での検索で、市の

広瀬のホームページがトップに出るため、閲覧す

る確率は高いと考えています。最初のページは文

字だけのため、例えば望煙楼からの景色や、新座

敷から眺める庭園、前撮りの様子などの写真も含

めて、閲覧者に魅力を感じていただけるような写

真の挿入や、入館料、開館時間等が一目で分かる

ようなものに変更していきたいと考えています。 

【旧広瀬邸等保存活用事業】 

○委員（越智克範） １つ目に、保存計画の策定

は完了しましたか。その概要はどのようですか。

耐震診断の結果と併せて御説明お願いします。 

 ２点目、これまでの費用と今後の保存計画によ

る費用はどのようですか。 

 ３点目、ここ数年の来場者の推移は、どのよう

になっているか。先ほどの質問で、ここ３か年は

答えていただいているので、もう少し前の人数が

分かれば教えてください。 

○藤田別子銅山文化遺産課長 令和２年度から令

和３年度にかけて、重要文化財旧広瀬家住宅及び

名勝旧広瀬氏庭園について、それぞれの保存活用

計画策定事業並びに同住宅の耐震診断事業を実施

し、それぞれ完了しています。各事業の実施につ

いては、文化庁の定める指針に基づき、文化庁調

査官の指導を受けながら、有識者による委員会を

設置しました。 

 まず、重要文化財及び名勝の保存活用計画は、
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旧広瀬邸を適切に保存し、活用していくための指

針として策定したもので、今後はこれらの計画に

基づいて、保存修理等の整備事業を進めていきた

いと考えています。 

 次に、重要文化財の耐震診断についても、令和

２年度から令和３年度にかけて、診断に必要な地

盤や構造等の調査を実施した上で、耐震性能の診

断を行いました。診断結果は、耐震性能が不足す

る主屋、新座敷座敷棟、離れ、金物蔵・米蔵、門

番所、乾蔵、表門、西座敷脇屋、裏門、人力車小

屋について、補強案を策定しました。 

 これまでの費用と計画による費用については、

保存活用計画策定事業並びに旧広瀬家住宅の耐震

診断事業に係る令和２年度の予算額は4,757万

1,000円、決算額は3,314万6,000円で、保存活用

計画策定事業に関しては、翌年度へ繰越しを要

し、令和３年度も実施し、当該事業に係る予算額

は1,407万6,000円、決算額は1,266万6,000円とな

っています。 

 また、同住宅の耐震診断事業に係る令和３年度

の予算額は2,823万2,000円、決算額は2,773万

2,000円となっています。 

 来館者数は、平成30年度が9,555名、平成29年

度が１万1,673名、平成28年度が8,221名となって

います。 

○委員（越智克範） 耐震診断によって補強しな

いといけないところが出ているが、補強について

は今後保存計画としてどういうふうに、何年かけ

てやっていくのでしょうか。 

○藤田別子銅山文化遺産課長 現時点では、傷み

具合が外から分からず、工事にどの程度の期間を

要し、工事費の総額がどの程度かかるかが現時点

では未定で、保存整備工事に入る前に一部解体な

どを含む事前調査工事、目視できない部分などの

調査が今後必要になります。この調査から基本計

画、工事の概算事業費の積算、工程案が出た中

で、市の方針決定を行い、議員の皆様にお示しし

たいと考えています。 

○委員（黒田真徳） 耐震診断の進捗率を教えて

ください。 

○藤田別子銅山文化遺産課長 重要文化財建造物

については100％ですが、ほかに南庭の靖献堂を

はじめとする名勝を構成する建造物８棟が残って

おり、現在、これらの耐震診断を実施し、本年度

末までに事業を完了する見込みです。 

【総合文化施設管理運営費】 

○委員（藤田誠一） 令和３年度にあかがねミュ

ージアムに展示した太鼓台名並びに展示期間、展

示に要した経費を教えてください。展示に際して

の規約、ルールなどはありますか。令和３年度に

展示した太鼓台を含め、開館以来、何台の太鼓台

が展示されたことになりますか。 

 令和３年度の太鼓台展示の実績をどのように評

価されていますか。令和３年度の実績を踏まえ、

展示方法は継続するのですか。 

○中沢文化振興課長 令和３年度にあかがねミュ

ージアムに展示した太鼓台についてですが、令和

２年２月23日から令和３年７月25日までの156日

間、又野太鼓台を、令和３年８月９日から10月

29日までの82日間、治良丸太鼓台を、令和３年

11月16日から令和４年３月25日までの130日間、

喜来太鼓台を展示しました。 

 また、令和３年度の太鼓台の展示に関する費用

は184万5,000円で、指定管理業務に関する業務委

託料の中で支出されています。 

 展示に際して明文化された規約はありません

が、市内を８ブロックに分け、それぞれの地区運

営委員会、協議会と協議の上、太鼓台を輪番で展

示しています。 

 平成27年７月の開館以来、令和３年度末までに

22台の太鼓台を展示しています。 

 令和３年度の実績の評価と展示方法の継続につ

いてですが、あかがねミュージアムにおける太鼓

台展示に関しては、指定管理者において実施して

いる事業ですが、来館者が実際の太鼓台の美しさ

と迫力を生で味わうことができ、新居浜太鼓祭り

のＰＲに大きく貢献しているものと考えていま

す。 

 展示方法については、指定管理者において、新

居浜市太鼓祭り推進委員会小委員会の中で既に次

年度についてお願いしており、継続する方向で考

えています。 

○委員（藤田誠一） 展示期間が、516日間又野

太鼓台、82日間治良丸太鼓台、130日間喜来太鼓

台と、日にちがそれぞれ違いますが、184万円を

３台の太鼓台で割るということですか。 

○中沢文化振興課長 又野太鼓台については、令

和２年からコロナの関係で移動させられなかった

ということもありましたが、費用については、３

台で割るのではなく、その期間に応じた費用とし
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て支出しています。 

○委員（藤田誠一） 太鼓台が傷んだ場合の補償

や、次は川東が入る、川西が入るといった入る順

番などの規約、ルール、また金額について市民に

周知できないのですか。 

○中沢文化振興課長 まず、費用については、補

修を含めてになると思いますが、１回の展示につ

いて金額が決まっています。延長になった場合

は、御相談をさせていただいて、決めた金額をお

支払いしていると伺っています。 

 市民への周知については、地区は決まっている

が、どの太鼓台を入れるかは、委員会の中で決め

ていただき、決まったらお知らせをする形を取っ

ています。 

○委員（藤田誠一） １日いくらですか。 

○中沢文化振興課長 １日単位ではなく、１回の

展示が２か月前後になると思うのですが、その展

示費で30万円と伺っています。 

○委員（藤田誠一） 31日の場合どうなるのです

か。 

○中沢文化振興課長 期間が延長の場合は、１回

の延長で１回10万円と伺っています。 

【あかがねマラソン大会開催事業費】 

○委員（藤田誠一） 令和３年度の大会で、これ

までの大会と変更した点はありますか。変更した

点があれば変更した理由とその評価を教えてくだ

さい。また、令和３年度の大会参加者は、過去３

年間の実績と比較してどのような動きが見られま

したか。 

 次に、これまで通常での大会とコロナ禍での大

会の両方を経験されました。コロナが心配な中

で、この大会を開催した意義をどのように生かし

ますか。 

○安永スポーツ振興課長 まず、令和３年度の大

会については、会場レイアウトのコンパクト化、

ウエーブスタートの導入、当日受付の廃止、参加

者地域の限定など、コロナ感染症拡大防止のた

め、安全面を重視して、多くの変更を行いまし

た。コロナ対策としての変更でしたが、結果、大

会運営の効率化につながり、参加者、スタッフか

らは好評だったとの声をいただきました。 

 また、あかがねマラソンらしさをアピールする

ために、ハーフマラソンのコースは高低差約

400メートルと前大会よりも100メートルもパワー

アップしたコースに、５キロメートルコースも少

しだけ山道を挑戦できるコースに変更しました。

大会後の参加者からは、きつくなったが、より特

色が出て挑戦しがいがあるという多くの声をいた

だき、本市の地理的特性を生かしたあかがねマラ

ソンの確固たるイメージの定着がより図られたと

考えています。 

 大会参加者数については、過去３回の大会より

も規模を縮小したため、数字だけで見ると減少を

していますが、1,000人の募集に対して886人と９

割近いエントリーがあり、コロナ禍でもランナー

のマラソン大会への参加意欲が高いものと実感し

ました。 

 次に、コロナ禍だからこそ新居浜市のスポーツ

振興及び地域活性化を図りたい、新居浜市を盛り

上げたいという強い思いで開催しました。その気

持ちに賛同していただける企業や団体も多く、多

くの皆様の御協力のおかげでコロナ禍でも安心、

安全かつ参加者にとって満足度の高い大会運営が

できたと考えています。制限のある中でいかに参

加者を満足させられるか、必要最低限のスタッフ

でどこまで効率よく運営できるかなど、通常の大

会では学ぶことができなかったノウハウを次回以

降の大会に生かしていきたいと考えています。 

【新居浜市スポーツ未来創造事業費】 

○委員（米谷和之） 決算額1,246万1,000円に対

し、延べ参加者数1,592人ですが、参加者及びス

ポーツ教室等の開催回数の年度当初の見込みはど

うだったのでしょうか。 

 次に、ホームページ、ＳＮＳをどう活用された

のでしょうか。 

 もう一点、事業成果をどう把握、検証している

のでしょうか。 

○安永スポーツ振興課長 まず、当初の見込みに

ついては、野球教室を約70回、ハンドボール教室

を約80回、１回当たりの定員はそれぞれ25名、小

学生向けトレーニング教室、中学・高校生向けト

レーニング教室は、それぞれ24回、18歳以上を対

象とした体づくりトレーニング教室は５回、これ

らの定員は20名とし、参加者数は総計約4,000人

を見込んでいました。 

 次に、ホームページ、ＳＮＳをどう活用したの

かについては、前年度より新たに運用している事

業団スポーツ教室用ホームページ、未来スポーツ

を主に活用しています。ホームページ上に募集フ

ォームを作成し、各教室の募集を行ったり、各教
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室の紹介、教室開催後の活動報告などを行ってい

ます。教室開催後の活動報告については、文化体

育振興事業団のインスタグラムを活用し、教室内

容の説明や教室風景などを写真で公開し、実際に

どのようなことを行っているのかを伝えること

で、次年度以降の募集につなげられるように工夫

しているところです。 

 次に、令和３年度が初年度の本事業ですが、新

型コロナウイルス感染症の拡大により中止せざる

を得ない時期もあり、回数的には半分程度の実施

となり、参加者数についても、定数の半分にも満

たない結果となっています。そのような中でも、

トレーニング教室参加者からは、次年度も継続し

て参加したい、運動能力の向上が感じられたなど

のお声をいただいています。 

 また、あかがね野球教室では、小学校６年生の

参加者20人中、19人が中学校で、中学校３年生の

参加者14人中、13人が高校でも野球を続けてお

り、ハンドボール教室も、参加している中学校３

年生６名は、それぞれ高校でもハンドボール部へ

入り、競技を続けています。 

 今後も体の成長に合わせたトレーニング教室に

よる運動能力の向上や新居浜に根づいている野

球、ハンドボールの競技人口拡大、競技レベルの

向上を図っていくとともに、子供から高齢者ま

で、多くの市民にスポーツをする機会を提供した

いと考えています。 

 また、参加者が少なかった教室については、見

直しを行うなどして、事業の効率が上がるよう、

取り組みます。 

○委員（米谷和之） 当初の参加者の見込みは

4,000名だったとのことですが、最終的には

1,600人足らずで、半分以下だったわけですよ

ね。コロナが大きな原因というふうに伺ったので

すが、契約のときに令和３年度、コロナでいろん

な事業に支障が出ることは考えられたと思うので

すが、例えば事業を３分の１程度消化した段階で

その後の契約をもう一度見直したり、そこで変更

をかけたり、契約上の工夫は考えられなかったん

でしょうか。今回、参加者１人当たり7,800円の

経費がかかっており、少し高いのではと思います

が、年度当初、契約のときに、文化体育振興事業

団さんと話し合うような契約の方法はなかったの

かと思うのですが、いかがでしょうか。 

○安永スポーツ振興課長 コロナ禍により、実施

できなかった教室が多く、できなかった分につい

ては、ボッチャなどの新しい教室を導入するため

の研修や器具の購入などに充てました。また、変

更契約については、協議し、今後必要であれば年

度内の変更契約もしていきたいと考えています。 

【契約管理費】 

○委員（井谷幸恵） １点目に、内訳について教

えてください。 

 ２点目に、前年度は財源に諸収入はなかったの

はなぜでしょうか。 

 ３点目に、前年に比べてかなりな増額になって

いるのはなぜでしょうか。 

○松平契約課長 まず、内訳については、契約管

理費は、入札、契約を行う事務費で、予算の内訳

は、えひめ電子入札共同システムの共同利用に係

る開発費及び運営費、電子入札システムや入札情

報サービスの運用のための委託料、業界紙の購読

費、入札事務専用のファクストナーカートリッジ

などの消耗品費、契約約款などの印刷製本費に要

する需用費が主な内容です。 

 次に、前年度は財源に諸収入はなかったが、な

ぜかについては、令和２年度までは、えひめ電子

入札共同システムに係る負担金などの経費は、電

子入札推進費として施策経費で計上していました

が、令和３年度より経常経費として契約管理費に

含めることになりました。よって、前年まで電子

入札推進費で計上していた上下水道局や港務局か

らの他会計負担金が財源として諸収入に計上され

ました。 

 最後に、前年に比べ大幅に増額になっているの

はなぜかについては、さきに述べたとおり、経費

区分の変更で、契約管理費に電子入札推進費分の

281万2,000円が加わったことによる増額です。 

○委員（井谷幸恵） 工事請負の工事種別では、

どういった契約が多いのでしょうか。 

○松平契約課長 土木工事が多いです。 

【訴訟費】 

○委員（伊藤嘉秀） 顧問弁護士の基本料金と令

和３年度に係争した事件数を教えてください。 

○堀総務部次長（総務課長） 顧問弁護士への報

酬は、訴訟に伴う着手金及び成功報酬とは別に月

額10万円で、年額120万円を支払いました。 

 令和３年度に係争した事件数は５件でした。 

【財産管理費】 

○委員（伊藤優子） 財産管理費が年々減ってき
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ており、令和２年度は1,370万4,000円が、令和３

年度は約759万4,000円になっていますが、どうし

てでしょうか。 

 次に、特に繁本住宅が減収になっていますが、

原因は何ですか。 

 次に、旧磯浦引揚者住宅と旧新田引揚者住宅は

ほぼ変わらないのですが、それぞれ繁本住宅を含

めて何件分ですか。 

○原管財課長 財産管理費の主な経費としては、

管財課にて管理している普通財産の除草及び伐採

費、道路等の修繕費、借地料等があります。令和

２年度と比較すると、普通財産の除草及び伐採費

で約200万円、道路等の修繕費で約360万円、借地

料で約45万円減少しています。普通財産の除草に

ついては、毎年定期的に除草は行っていますが、

木の伐採、道路等の修繕は、要望に応じて伐採及

び修繕をしているので、令和３年度の要望が令和

２年度に比べ少なかったため、減少しました。 

 次に、繁本住宅の借地料の減収の主な要因とし

ては、令和２年度に１件の売却が行われ減額とな

りました。 

 また、この売却の際に、道路部分と宅地部分と

の分筆が行われ、道路部分が特定でき、令和３年

度から道路部分は非課税となり、土地所有者と協

議を行い、承諾を得たため、道路部分の借地料の

支払いがなくなり、減額となりました。 

 次に、借地料については、公有財産規則に準じ

て課税標準額から算出しているため、金額の差異

については課税標準額の変動によるものです。そ

れに対して、貸付料として請求している件数とし

ては、繁本住宅が９件、旧磯浦引揚者住宅が４

件、旧新田引揚者住宅が５件となっています。 

【市史編さん事業費】 

○委員（河内優子） 市民への普及とあります

が、内容について教えてください。事業評価、課

題について教えてください。 

○和田総務部次長（市史編さん室長） 令和３年

度の主な普及事業としては、市役所や別子銅山記

念図書館において昭和時代の写真等の資料を展示

するロビー展を開催したほか、市政だよりの新居

浜の玉手箱のコーナーを通じ、市史編さんの進捗

状況やトピック等を紹介しました。開催を予定し

ていた歴史講演会は、コロナ禍の影響により令和

４年度に延期しました。 

令和３年度の事業評価については、令和３年４

月30日に刊行した新居浜市の歴史は、令和３年度

中に1,066冊を販売し、多くの市民に郷土の歴史

に関心を持つ機会を提供できたと考えています。

引き続き、市史編さんを着実に進めるため、専門

部会長及び学識経験者等で構成する新居浜市史編

集員会を新たに設置し、市史の構成や刊行計画等

について協議を進めてきました。 

課題としては、コロナ禍の影響により、市外、

あるいは県外での調査が遅延していることが上げ

られます。今後は計画を見直しながら調査を実施

し、市史刊行計画及び新居浜市史編さん基本方針

に基づき、現在活動している古代、中世の専門部

会に加え、近世、近代、現代、太鼓台の各時代等

の専門部会を早期に設置し、刊行に向け取り組ん

でいきたいと考えています。 

  午後 １時４３分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 １時５４分再開 

 

認定第２号 第２グループ質疑 

【家庭・婦人相談員費】 

○委員（河内優子） 主な相談内容と課題を教え

てください。 

○高畑子育て支援課長 令和３年度における家庭

相談は169人から延べ808件あり、内容としては、

児童虐待を含む子供の養育に関するものが約７割

を占めています。婦人相談は、41人から延べ

308件あり、そのうち最も多い相談内容は、人間

関係についてが約５割、その他経済面、健康面な

どの御相談がありました。 

 課題としては、問題が多様化、また複合・複雑

化しているため、専門性を持った職員の配置が必

要と考えています。 

【生活困窮者自立支援事業費】 

○委員（小野志保） 新規支援者数と継続中の支

援者数を教えてください。 

 自立につながった支援者数を教えてください。 

 住宅確保給付金の支給人数と支給額を教えてく

ださい。 

○塩崎生活福祉課長 まず、新規支援者数と継続

中の支援者数については、令和３年度の新規支援

者数は591人です。 

 また、591人のうち、支援を継続している方の

人数は364人です。 

 次に、自立につながった支援者数については、
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新規支援者数591人のうち、就労等による収入増

で自立に至ったのが16人、他法活用等により困窮

状態を解消し、自立に至ったのが２人、家計改善

により自立に至ったのが17人、合計35人が経済的

自立を図れたと認識しています。 

 次に、住居確保給付金については、令和２年度

からの継続分が 4 6世帯で、支給額は 7 7 9万

8,358円、令和３年度申請分は、58世帯で、支給

額は1,114万4,412円で、支給額の合計額は

1,894万2,770円です。 

○委員（小野志保） 新規の方で591名、継続中

で364名と、継続中が多いですが、自立につなが

らない原因が分かれば教えてください。 

○塩崎生活福祉課長 自立相談支援センターに

は、生活上の心配や不安で多くの相談が持ち込ま

れており、相談内容は多岐にわたり、早期に解決

するものもあれば、非常に複雑で困難な問題を抱

えているケースもあり、その場合は、息の長い支

援が必要となります。こうした非常に複雑で困難

な問題もあり、継続となっています。 

【家族介護者慰労金支給事業費】 

○委員（井谷幸恵） 制度の概要について教えて

ください。 

 ２点目は、対象者の人数を教えてください。 

 ３点目は、利用者の声はいかがでしょうか。 

 ４点目は、この制度の周知は十分にできている

でしょうか。 

○東田介護福祉課長 まず、制度の概要につい

は、市内在住で中重度の介護を要する65歳以上の

高齢者を在宅で介護している介護者に対し、要介

護者の介護保険料所得段階により、月額5,000円

もしくは7,000円を年２回、在宅期間に応じて半

年分ずつ支給する制度です。 

 次に、対象者の人数については、令和３年度は

114名に支給しています。 

 次に、利用者の声については、家族介護者慰労

金支給対象者は、非課税世帯であり、さらに在宅

で介護しているため、慰労金を介護費用の一部に

充てることができるなど、慰労金支給はありがた

いという声を多く頂戴しています。 

 最後に、制度の周知については、新居浜市ホー

ムページに掲載し、ケアマネジャーにも十分に周

知しています。 

 また、介護認定の認定結果通知を郵送する際

に、介護度４以上の対象者の方に制度の内容、申

請方法等を記載した案内文を同封しています。 

 また、市介護福祉課窓口に紙おむつ等の支給申

請に来た方にも、周知、御案内をしています。 

○委員（井谷幸恵） 対象者の人数ですが、支給

した人数ではなく、支給できる条件を満たす人数

のことなのですが、いかがでしょうか。 

○東田介護福祉課長 把握しているのは、支給人

数で、対象という形では現在資料はありません。 

【見守り推進員活動費】 

○副委員長（小野辰夫） 見守り推進員と民生委

員さんとの報酬の格差が大きい理由は何ですか。 

 ２番目に、見守り推進員の報酬変更は予定ない

のか、お伺いします。 

○東田介護福祉課長 まず、見守り推進員には、

対象者１名につき一月当たり100円、年間1,200円

をお支払いし、一方、民生委員は、無報酬ではあ

りますが、活動実費弁償費として、各校区に１名

当たり年間12万400円を支出しています。 

 見守り推進員は、見守りを要する独居高齢者に

ついて週１回の安否確認を行いますが、民生委員

は、児童委員を兼ねており、また高齢者や障害の

ある方の安否確認や見守り、子供たちへの声か

け、医療や介護の悩み、妊娠や子育ての不安、失

業や経済的困窮による生活上の心配事などの相談

に応じるなど、多岐にわたる役割を担っていま

す。民生委員は、非常勤の地方公務員であり、役

割も勘案すると、報酬等の額については、単純な

比較は難しいと考えています。 

 次に、見守推進員の報酬変更については、業務

委託先である新居浜市社会福祉協議会と定期的に

問題点等について協議を行っており、見守り対象

者１名につき一月当たり100円の報酬について

も、予算との兼ね合いを考えながら協議を継続し

ていきます。 

【ファミリーサポートセンター事業費】 

○委員（河内優子） 利用者の声は、どのような

声がありますか、お伺いします。 

 事業の課題と改善策についてお伺いします。 

○高畑子育て支援課長 まず、利用者からは、助

かっている、利用する前に顔合わせをするため、

相手のことを知れ、安心して依頼できる、人との

つながりが広がったなどの御意見がある一方、利

用までの手続が面倒である、急な依頼が困難など

の改善を望む御意見もあります。 

 次に、課題は、提供会員の高齢化により、活動
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できる会員が限定され、新規の依頼が受けにくく

なっていること、またニーズが多様化し、十分に

対応できなくなっていることです。 

 改善策として、提供会員を増やすために、転入

者等ターゲットを絞った勧誘や初回活動時にはア

ドバイザーが同行するなど、新規の提供会員の不

安を払拭することが重要と考えています。 

【愛顔の子育て応援事業費】 

○委員（白川誉） １つ目、市内登録店舗に対し

て支払っている助成金の詳細について教えてくだ

さい。 

 ２つ目、本事業の利用者ウェブアンケート結果

から、新たな発見や課題はありましたか。 

 ３つ目、本事業について、電子決済の検討はさ

れましたか。県庁からは、利用者から希望の声が

出ているようで、新居浜市が電子決済への変更に

前向きでしたら、当方も必要な対応について検討

するという回答が来ているのですが、いかがでし

ょうか。 

○高畑子育て支援課長 まず、市内登録店舗に対

して支払っている助成金については、愛媛県と市

が連携して実施している第２子以降対象の愛顔っ

子応援券は、17社、45店舗に対して2,216万

9,000円、市が単独で実施している第１子対象の

はまっこすたぁと応援券は、17社、41店舗に対し

て714万3,000円となっています。 

 次に、利用者ウェブアンケート結果からの新た

な発見や課題については、愛媛県子育て支援課が

行ったアンケートでは、購入対象商品の拡充、使

用期限の延長などの要望を知ることができ、また

おむつの購入には、ドラッグストアを利用される

方が多いなどの消費行動が見てとれます。 

 なお、全員が事業を継続すべきと回答されてお

り、子育て世帯に大変喜ばれている事業であると

改めて認識しています。 

 次に、電子決済の検討については、検討はしま

したが、現在行っている事業所側への実績払いと

の整理など、愛媛県と協議すべき点が多々あるも

のと考えています。 

○委員（白川誉） 県と協議することが多々ある

ということなのですが、どのようなことがあるの

でしょうか。 

○高畑子育て支援課長 まず、協力店舗側のシス

テムの開発経費、利用料等のランニングコストな

どを踏まえた検討が必要と考えています。 

○委員（白川誉） システムに連動しなくても、

ＱＲコード決済など、そういう仕組みをつくれば

すぐできると思うのですが、いかがでしょうか。 

○高畑子育て支援課長 県内他市への転出、県内

他市からの転入の場合の調整が現時点で困難と考

えています。 

【子ども食堂開催支援事業費】 

○委員（小野志保） 事業費を活用した子ども食

堂の数は幾つでしょうか。120万円の予算に対

し、９万8,000円になった理由は何でしょうか。

再開、継続につながった子ども食堂の数は何件で

しょうか。子ども食堂の現状の把握をしたでしょ

うか。 

○高畑子育て支援課長 子ども食堂開催支援事業

費を活用した子ども食堂の数は、１か所です。 

 120万円の予算に対し、９万8,000円になった理

由については、本事業は、コロナ禍により、活動

の継続や再開に苦慮する子ども食堂を支援するた

め、感染防止用の資機材購入費用10万円を上限と

して助成する令和３年度愛媛県子ども食堂開催支

援事業の市の負担割合３分の１を計上したもので

す。 

 愛媛県が把握する本市の子ども食堂12か所分を

計上しましたが、その後、団体に対し補助内容の

説明を行ったところ、申請があったのは１か所の

みでした。 

 再開、継続につながった子ども食堂の数につい

ては、補助を行った１か所については、食堂開催

継続につながり、大変助かったとのお声をいただ

いています。 

 次に、子ども食堂の現状把握をしたかについ

て、本事業を案内する際に現状を確認したとこ

ろ、三密防止等会場の制約により活動を休止する

食堂がある一方、約半数の食堂は、お弁当や食材

の配布に切り替える等して活動を継続していまし

た。 

【一時保育対策費】 

○委員（河内優子） 無園児対策が問われるよう

になりましたが、保育園の一時保育は、どのよう

な理由で利用されている方が多いでしょうか、お

伺いします。 

 現在、若宮保育園１園ですが、多様なニーズに

十分に対応できていますでしょうか、お伺いしま

す。 

○正岡こども保育課長 まず、令和３年度の一時
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保育利用児童数は、延べ1,862人で、そのうち最

も多い理由は、学校行事への参加や育児疲れのリ

フレッシュで、延べ1,154人でした。そのほか、

保護者の就労や出産、病気、看護など、一時的、

緊急的な要件で利用されています。 

 次に、現在１日当たりの一時保育利用児童数

は、平均6.4人で、乳児等低年齢児の申込みが重

なった場合など、日によっては予約を受けられな

い場合もありますが、ほぼ希望に添った利用が可

能です。 

 利用者は、リピーターが多く、このサービスを

知らないために利用していない方など、潜在的な

ニーズはあると認識しており、今後においても、

利用したい人が適切に利用できる体制を整えてま

いりたいと考えています。 

【生活保護適正化事業費】 

○委員（井谷幸恵） １点目は、新たに県支出金

が入っている理由は何でしょうか。２点目は、そ

の内訳を教えてください。３点目は、扶養照会は

不要と判断したケースはあたでしょうか、どれぐ

らいあったでしょうか。４点目は、扶養照会をし

た件数のうち、経済的援助につながった割合はど

のくらいでしょうか、お尋ねします。 

○塩崎生活福祉課長 まず、新たに県支出金が入

った理由については、この県支出金の内容は、令

和３年度に実施した国民生活基礎調査等に係る交

付金です。本調査は、昭和61年から毎年実施して

いましたが、令和２年度は、新型コロナウイルス

感染症の影響で実施されなかったことから、交付

金が交付されませんでした。令和３年度は、２年

ぶりに調査を実施したことから、交付金が交付さ

れたものです。 

 次に、事業費1,600万5,000円の内訳ですが、会

計年度任用職員の警察ＯＢや就労支援員等に支払

う報酬、給与、共済費等が669万6,000円、需用費

が保護手帳ほか消耗品や事務処理上必要な印刷費

などで50万6,000円、役務費が扶養義務調査に係

る通信運搬費と医療点数等の点検をしている社会

保険診療報酬支払金への手数料として366万

7,000円、委託料が医療内容を審査している医師

への委託料とレセプト管理システム保守料として

222万2,000円、使用料及び賃借料が、生活保護シ

ステムリース料として291万4,000円です。 

 次に、扶養照会を不要としたケースについてで

すが、令和３年度に新たに生活保護を開始した世

帯は94世帯で、その扶養義務者数は339人です。

このうち、扶養照会を不要と判断したものは、お

おむね70歳以上の高齢者、扶養義務者と10年程度

音信不通である場合、親族がＤＶ加害者である場

合、扶養義務者から縁を切られ、著しい関係不良

に陥っている場合などの145人で、その割合は約

43％です。 

 次に、扶養照会をした件数のうち、経済的援助

につながった割合については、先ほど説明した扶

養照会で照会を実施した194人のうち、１名の方

から経済的援助を受けることができるようにな

り、その割合は0.5％です。 

○委員（井谷幸恵） コロナ禍であるのにあまり

生活保護の認定が増えていないとお聞きしたので

すが、どのように御覧になっていますか。 

○塩﨑生活福祉課長 これは、新型コロナウイル

ス感染症の影響で離職したり、収入が減少したり

した世帯を対象として、国が実施している生活福

祉資金特例貸付制度や住居確保給付金、また生活

困窮者自立支援金等の活用により、生活保護世帯

の増加に至ってない要因と考えられます。 

【救急医療体制整備費】 

○委員（神野恭多） 医業収入額は幾らですか。 

当初の予算額、補正予算額、歳出詳細を教えてく

ださい。 

 次に、発熱患者の診療や抗原検査の実施は検討

されましたか。そして、決算内容を本市ではどの

ように受け止められていますか。 

○佐々木健康政策課長 まず、医業収入について

ですが、2,779万2,422円となっています。 

 救急医療体制整備費の当初予算額については

8,111万5,000円、補正予算として4,643万2,000円

を追加して、補正後の予算額は１億2,754万

7,000円でした。 

 歳出１億1,751万7,851円の詳細については、在

宅当番医制運営事業委託料が418万円、急患セン

ター施設管理等に147万5,972円、医師会への急患

センター運営補助が、急患センターの運営費総額

に対する赤字補填として１億1,186万1,879円とな

っています。 

 次に、発熱患者の診療や抗原検査の実施につい

ては、新居浜市医師会と市とで協議を行い、急患

センターでの実施について検討しましたが、令和

３年６月議会でもお答えしたとおり、現在の急患

センターは、一般患者用、感染者用の動線が確保
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できないこと、急患センターが担う役割や機能

が、他の医療機関と異なることから、他の診療所

や検査機関と同様の発熱患者への対応は難しいと

医師会から伺っています。しかし、感染者が急増

した令和４年８月、９月には、医師会が日曜日と

祝日に医師、看護師、薬剤師等を増やして急患セ

ンターの屋外で発熱患者の抗原検査、診療を行う

など、御努力いただいています。 

 最後に、決算内容については、受診者数が減少

したことに伴い、医業収入額が例年よりかなり減

少していますが、コロナ禍による影響で一時的な

ものではないかと考えています。 

○委員（神野恭多） コロナ以前には、インフル

エンザの抗原検査を行っていたと思いますし、イ

ンフルエンザの抗ウイルス薬の予防投与もしてい

たと伺っていますが、コロナ以前にそれを中止

し、それによって患者数は減少したというお話も

伺っています。全てをコロナのせいにするのでは

なく、そういったもの一つ一つの検証はしている

のでしょうか。 

○佐々木健康政策課長 一つ一つの検証というの

は、現時点ではできていません。コロナについて

医師会と検討した内容となっています。 

○委員（神野恭多）令和５年には新しい急患セン

ターの建設も予定されている中で、今しっかりと

医師会と話をしておかないと、今後大変なことに

なると思い質問しています。まず医師会と行政が

一緒になって今後経営状況を改善する気はあるの

か教えてください。 

○古川福祉部長 医師会とは、建設に向けた話合

いもしていますが、その中で様々な現在の状況に

ついて意見交換しています。特に、新型コロナウ

イルス感染症の影響については、つい先日も医師

会長等とお話をしましたが、その中でも一つ一つ

の現象、受診者の増減に関し、コロナが終息した

後にどこまで利用が同じ数字まで戻るのかについ

ても意見交換しています。その中で、医師会から

も経営については今後積極的な運用についてお話

をいただいていますので、意見を伺ったような方

向も含めて、今後医師会と協議を進めていきたい

と思います。 

○委員（神野恭多） 急患センターの設置の目的

を教えてください。 

○佐々木健康政策課長 急患センターは、市内の

一次救急に対応するために設置されました。現在

休日、夜間及び深夜帯において二次救急に至る前

の一次救急として機能しています。 

【母子保健推進費】 

○委員（越智克範） 令和２年度から助成費が

20万円に引き上げられたと思いますが、その効果

をどのように評価していますか。 

 この事業費のここ数年の推移は、どのようにな

っていますか。今年度の利用者数が増えていると

いうことを見ると、事業費も同様に増えているの

ですか。 

 本件に関わる国の制度は、最近変わってきてい

ますが、新居浜市の助成内容はどのようですか。

県の補助との関連を含め、全体の進め方はどのよ

うに考えていますか。 

○渡辺保健センター所長 まず、特定不妊治療費

助成事業費の評価については、特定不妊治療費の

助成金額は、令和２年４月以降の治療開始分か

ら、愛媛県の助成額の上限30万円に加えて、本市

が20万円を上限に助成し、合わせて１人最大50万

円までの助成としていました。 

 その評価としては、令和３年度不妊治療費の申

請者123件のうち、約８割に当たる94件で自己負

担が生じておらず、不妊治療を受けることができ

ており、この制度により、経済的負担や精神的負

担の軽減につながり、不妊治療に前向きに取り組

む夫婦が増加するなど、大変効果があったと考え

ています。 

 次に、特定不妊治療費助成事業の事業費及び利

用件数の推移については、まず、３年間の決算額

としては、平成31年度307万6,587円、令和２年度

は815万2,685円、令和３年度は1,322万9,086円で

す。 

 次に、利用件数については、平成31年度は

72件、令和２年度は83件、令和３年度は123件

で、事業費、利用件数共に年々増加傾向で推移し

ています。 

 次に、国の制度変更に当たっての本市の助成内

容と進め方については、不妊治療は令和３年度ま

で健康保険の適用外であり、経済的負担が大きい

ことから、愛媛県では、助成額を上限30万円、本

市の助成額20万円で助成を行っていました。令和

４年４月からは、不妊治療が健康保険の適用にな

ったことに伴い、愛媛県の助成が廃止となり、県

内のほとんどの市町も助成を廃止していますが、

本市は自己負担額が基本的に増えることがないよ
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う、制度設計を行い、負担軽減を継続していま

す。 

 具体的には、令和３年度の平均的な治療を受け

た人の治療費が約30万円でしたので、保険適用後

の自己負担分３割に当たる９万円を上限に助成を

行うこととしました。 

 次に、全体の進め方については、令和元年度の

国の調査では、全国の数字ではありますが、不妊

治療を受ける夫婦が約5.5組に１組、不妊治療に

よって誕生する子供が14.3人に１人となってお

り、大変重要な施策であると言えます。今後も必

要とするより多くの方に、経済的にも心理的にも

負担が少なくなるよう、制度上の細かな配慮を継

続してまいりたいと考えています。 

○委員（越智克範） この制度を入れることによ

って、出生率のアップや出産の増加につながって

いると考えますか。 

○渡辺保健センター所長 この不妊治療は、１人

６回までできるのですが、治療を受けたからとい

って、全員妊娠するわけではありません。市のほ

うで把握している人数については、令和元年度申

請数36件に対して母子手帳発行件数が16件、令和

２年度申請数23件に対して母子手帳発行件数が

12件、令和３年度申請数45件に対して、母子手帳

発行件数が27件となっています。 

○委員（越智克範） 少し効果が出てきていると

見ていいのでしょうか。 

○渡辺保健センター所長 統計上ですが、平成

30年４月から令和４年１月末までの３年10か月の

期間に妊娠届出数2,991名に対する不妊治療にお

いて授かった方の割合が299名、約１割という結

果になっており、年間約800名の出生に対し約１

割、80名の方が不妊治療によって授かっており、

有効的だと考えています。 

【新居浜市医師確保奨学金貸付事業費】 

○副委員長（小野辰夫） １番目は、何名の応募

がありましたか。 

 ２番目に、親の年収制限の撤廃はいかがだった

でしょうか。 

 ３番目に、複数の応募者が出た場合、優秀な学

生であっても、定員で絞られるのでしょうか。 

○佐々木健康政策課長 まず、応募者について

は、令和３年度は２名の応募があり、２名とも貸

付契約を締結しました。 

 次に、親の年収制限についてですが、制度開始

当初は、応募者がいない年もあったことから、募

集要件を見直し、市内の高校卒業要件、本人また

は保護者の住所要件を削除しました。その結果、

令和２年度から毎年応募があり、第六次長期総合

計画で目指している10年間で10人という目標が順

調に達成できている状況です。 

 また、現行の所得制限は、保護者の年収約

910万円以下に相当し、所得に関してお困りであ

るという相談はありません。 

 これらのことから、現時点では、募集要件の変

更を予定していませんが、今後の応募状況によっ

ては、必要により親の年収制限も含めた募集要件

の見直しを検討したいと考えています。 

 最後に、複数の応募があった場合については、

貸付契約は予算の範囲内で行うこととなっている

ので、予算の範囲を超える応募があった場合は、

書類による審査に加えて、新居浜市医師確保奨学

金貸付審査委員による面接を実施し、貸付けを承

認する者を決定することとしています。現在まで

に予算の範囲を超えたために審査を行った事例は

ありません。 

 なお、貸付けが承認されなかった場合は、在学

中であれば次年度以降に再度応募していただくこ

とは可能となっています。 

【休日夜間急患センター建設事業】 

○委員（越智克範） １つ目として、予算の大半

が令和４年度に繰り越されていますが、計画の遅

れはないのでしょうか。また、現施設が令和５年

に契約完了となる見込みですが、問題にはならな

いでしょうか。 

 ２つ目として、設計はどの程度終了して、建設

工程はどのようになっているのでしょうか。ま

た、それに併せた費用計画はどのようになってい

ますか。 

 ３つ目として、新規設置箇所の了解は取れてい

るのでしょうか。特に問題は発生していないの

か、お聞きします。 

○佐々木健康政策課長 まず、令和４年度への繰

越しについては、休日夜間急患センターの建て替

えは、令和２年度末から建築住宅課で基本設計に

着手し、令和３年度は基本設計の概要が固まった

ため、10月22日に実施設計として令和４年12月

16日までの契約期間で設計委託を行いました。こ

れに伴い、令和３年度予算のうち、令和３年度中

に前金払いとして310万円を執行し、残り1,406万
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4,000円を令和４年度に繰り越したものです。現

在、設計の最終段階になりますが、これまでのス

ケジュールとしては、特に遅れは生じていませ

ん。 

 次に、設計の進捗、建設工程、費用について

は、現在、実施設計の概要が固まり、建設工程や

費用について算出中の段階です。 

 次に、新規設置箇所の了解や課題についてです

が、新規設置箇所は市所有地で、現施設の隣接地

です。また、既存施設と同様の運用を予定してい

ることから、現時点で特に問題は生じていませ

ん。 

 課題としては、現在、建築資材が高騰してお

り、その影響がどのようになるのか、懸念してい

ます。 

○委員（越智克範） 実施設計は令和４年度にな

るのですか。施設の完成はいつになりますか。 

○佐々木健康政策課長 当初、令和６年度の完成

を目指していたところですが、先ほど説明しまし

たように、現在、建設資材が高騰しており、その

あたりを勘案して、今後計画を立てていくことに

なると思います。 

 設計については、現在は実施設計の段階になっ

ており、一部を令和３年度に執行して、残りを令

和４年度に執行するという形になっています。 

○委員（越智克範） 令和５年度に現施設の契約

が完了になるのであれば、新施設が令和６年末完

成と言ったと思いますが、どういう工程になりま

すか。 

○佐々木健康政策課長 当初の予定では、令和４

年度中に基本設計を固めて、固まり次第、工事の

入札となりますが、令和５年度中に建設をして、

令和６年の当初に完成を目指していました。 

○委員（越智克範） 今はどういう工程で、その

工程に遅れはないのですか。 

○佐々木健康政策課長 現時点では、12月までに

実施設計を立てるという工程になっており、遅れ

は生じていません。契約期間を12月16日までの予

定にしていますので、これができないことにはそ

の次の工程には移れません。 

○委員（越智克範） 令和４年度に実施設計する

と、令和５年度中に工事が完成することになりま

すが、１年間で完成するのですか。 

○委員（越智克範） ここで話しても工程がよく

見えないので、工程がある程度できた段階でいい

ので、見せていただきたいと思います。 

○委員（神野恭多） 先ほどの答弁の中で、同様

の運用という言葉がありましたが、何をもっての

同様の運用なのでしょうか。 

○佐々木健康政策課長 今現在、実施している急

患センターとほぼ同じ内容での運用を想定してい

ます。 

【国民健康保険事業特別会計】 

○委員（伊藤嘉秀） 歳入歳出決算書の38ページ

では、財産収入、運用収入として100万円を見込

んでいますが、決算では19万9,425円と、見込み

の20％弱しか上げられてない理由を教えてくださ

い。 

○菅国保課長 財産収入、運用収入については、

財政課で一括運用されています国民健康保険財政

調整基金の運用利子となっており、利子の見込み

減によるものです。 

【介護保険事業特別会計】 

○委員（伊藤嘉秀） 歳入歳出決算書48ページで

は、財産収入、運用収入として200万円を見込ん

でいますが、決算では87万1,527円と、見込みの

43％にしか達していない理由を教えてください。 

○東田介護福祉課長 先ほどと同様に、運用収入

については、財政課で一括運用されています介護

給付費準備基金の運用利子となっており、利子の

見込み減によるものです。 

○委員（伊藤嘉秀） 今お話しいただいたよう

に、全体の運用基金として財政課のほうで取りま

とめて運用されていると思いますが、それぞれ決

算が違い、要するに収入されたパーセンテージが

違っているのはなぜでしょうか。 

○藤田財政課長 基金残高に応じて利子の金額を

それぞれ振り分けますので、当初見込みの財産運

用収入に対して乖離が生じてきます。 

 また、基金の残高についても、例えば短期国債

の購入や、３か月の定期で回したりするなど、い

ろんなパターンで運用しているため、それらによ

って財産の運用利子収入は変わってきています。 

○委員（伊藤嘉秀） 各課が運用の仕方を変えて

いるわけではなく、一括して運用の仕方をそれぞ

れ考えられていると思いますが、各課で決算を立

てて、100万円と200万円とありますが、予算に対

する収入のパーセンテージが違っているというこ

とは、財政課が決算金額あるいは利率の全体的に

統一した情報を流して予算書をつくるべきではな
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いかと思いますが、いかがでしょうか。 

○藤田財政課長 先ほど説明しましたが、まず基

金残高が違ってきます。介護事業であれば、積立

金を国へ償還などをしており、時期のずれなどに

より１億円などの乖離が生じるため、読み切れな

いところがあります。最終的には先ほど説明した

ように、基金の残高に応じて配分しますので、な

かなか読み切れないというのが当初予算の段階で

は発生してきます。 

○委員（井谷幸恵） 認知症高齢者地域支え合い

事業費は、前の年は包括的支援事業に含まれてい

ましたが、令和３年度は任意事業費になっていま

す。この認知症総合支援事業と地域支え合い事業

の内容の違いを教えてください。 

 ２点目は、家族介護者慰労金支援事業費が、前

年は４万5,000円から今年ゼロになっています

が、なぜでしょうか。 

 ３点目は、この地域支援事業費は、前年度と比

べて減額になっていますが、その中の包括的支援

事業費だけは増額されている理由はどういったこ

とでしょうか。 

○阿部地域包括支援センター所長 まず、認知症

総合支援事業と認知症高齢者地域支え合い事業の

内容の違いについては、包括的支援事業費は、ケ

アマネジメントや介護予防事業以外の高齢者への

直接的な支援を行ったり、その体制を構築したり

するための分野であり、総合相談、権利擁護に関

する事業等を推進しているものです。 

 認知症総合支援事業については、認知症初期集

中支援チームの対応や認知症行方不明者を早期に

発見しようとするオレンジネットワークの運営な

ど、認知症の方への直接的な支援を行う事業とし

て包括的支援事業費に分類されるものです。 

 任意事業費については、地域の実情に応じ、市

町村独自の発想や創意工夫した形態で行う事業分

野であり、認知症サポーター養成講座の開催や認

知症カフェの支援を推進しています。 

 認知症高齢者地域支え合い事業については、市

民誰もが認知症について正しく理解し、支援が行

われることを目的とした市民を対象にした環境づ

くりに関する事業として任意事業に分類されてい

ます。 

 令和２年度と令和３年度の事業名の変更は、令

和２年度まで一本で事業化していたものを、国の

分類に合わせて分割して事業化したためです。 

 次に、地域支援事業費が前年度と比べ減額にな

っていることについてですが、まず地域支援事業

費については、新型コロナウイルス感染症の影響

で、計画どおり実施できなかった事業があり、結

果として全体の決算額が減少したものです。 

 また、そのうちの包括的支援事業費が増えた主

な理由としては、これまで介護予防ケアマネジメ

ント費に計上していた会計年度任用職員３名分及

び介護予防一般高齢者施策事業費に計上していた

会計年度任用職員１名分の計４名分の人件費につ

いて、包括的支援事業費の地域包括支援センター

管理事業費へ人件費の組替えを行ったもので、こ

ちらについても、国の事業メニューの分類に従い

変更したものです。 

○東田介護福祉課長 地域支援事業費における家

族介護者慰労金支給事業費については、原則とし

て、要介護者の方が慰労金支給前１年間、介護サ

ービスを全く受けていないことが条件となりま

す。令和３年度については、慰労金支給対象の要

介護者は、全て支給前１年間に何らかの介護サー

ビスを受けていたため、該当者がなく、支給があ

りませんでしたので、ゼロ円となっています。 

  午後 ２時５５分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ３時０８分再開 

 

認定第２号 第３グループ質疑 

○委員長（永易英寿） 審査に入る前に、資料の

配付についてお知らせします。 

 お手元に令和３年度決算索引の差し替えについ

てを配付しています。 

【防犯協会等活動費】 

○委員（白川誉） １つ目、運営事業補助の中身

を教えてください。２つ目、市民や事業者から防

犯カメラの設置希望が出た場合の業務フローを教

えてください。３つ目、防犯協会の課題等は、ヒ

アリングされていますか。 

○高橋危機管理課長 まず、運営事業補助の中身

について、新居浜地区防犯協会運営事業補助金

は、新居浜地区防犯協会会則第５条に規定する事

業などの実施を対象としており、対象経費は、職

員の人件費、愛媛県防犯協会連合会、全国少年警

察協助員連絡協議会、愛媛県非行防止対策協議会

への負担金、その他防犯協会運営事業実施に要す

る経費となっています。 
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 次に、市民や事業者から防犯カメラ設置希望が

出た場合の業務フローについては、防犯カメラの

設置は、新居浜警察署、新居浜市連合自治会、新

居浜商工会議所と市が連携して構築した防犯ネッ

トワークによる安全、安心に配慮した環境づくり

の活動の一つとして実施されており、市が新居浜

地区防犯協会に対し補助金を支出し、防犯カメラ

設置事業として、新居浜地区防犯協会が事件発

生、または周辺での不審者の目撃情報のある箇所

の公共施設を候補に、優先度が高い施設に対して

効果的に設置を行うこととしています。市民や事

業者から設置希望が出た場合については、希望箇

所が設置候補施設となっているかを確認し、候補

施設でない場合は、希望箇所の周辺の状況、設置

が可能な公共施設の有無等を調査した上で、事業

実施者である新居浜地区防犯協会が判断すること

になります。 

 次に、防犯協会の課題等のヒアリングについ

て、防犯協会の課題等は、例年６月頃に開催して

います防犯協会総会前の打合せなどの際に、非行

少年の減少や高齢者を標的とした特殊詐欺被害防

止のため、警察活動と両輪となる地域安全活動を

今後とも充実していかなければならないこと、ま

た賛助会費収入の維持拡充、支部活動員の高齢化

等が課題となっていると聞いています。 

○委員（白川誉） ２番目の質問の答弁は、結局

公共施設しかやらないということでしょうか。実

際に何度か相談に行ったこともあるとは思います

が、防犯協会に行くと、寄附が集まらないと民間

のところに防犯カメラをつけられないというよう

な形の周知をされているようであり、市民の方に

はフローが分からないので、いま一度お尋ねした

のですが、防犯カメラの設置は、公共施設以外で

も進めていくことは考えられているのでしょう

か。 

○高橋危機管理課長 市の補助金を用いて設置す

る場合においては、先ほど説明したとおり、公共

施設に設置する形で事業を展開しています。防犯

協会は、民間の場所にも設置することを考慮し

て、市民、事業者等から寄附を募っているような

状況になっています。 

○委員（白川誉） 要は、民間から依頼があった

ものに対しては、民間でやるといいますか、防犯

協会に相談を入れて、その範疇で行い、そこに対

して市は補助するようなことは、この制度ではな

いという認識でよろしいのでしょうか。 

○高橋危機管理課長 市の補助金が入っている事

業に関しては、公共施設に設置するということで

あり、防犯協会が独自に寄附を集めている部分

は、民間施設に設置することも可能ではないかと

考えています。 

【地域づくり促進事業費】 

○副委員長（小野辰夫） １つ目は、自治会の令

和３年度の加入率はいかがでしょうか。２つ目

は、宮西地区、中萩地区をモデル地区として計画

を進められていますが、その成果、進捗状況はい

かがですか。３つ目は、全ての校区に拡大してい

くのでしょうか。 

○藤田地域コミュニティ課長 令和４年１月１日

現在における自治会加入率は57.9％であり、前年

と比較して2.2ポイント減少しています。 

 次に、令和３年度から２か年で宮西校区と中萩

校区で進めている地域まちづくり組織設立モデル

事業については、地域内の様々な団体等が連携、

協力し、地域住民へのアンケートの実施やワーク

ショップなどの手法により、地域が抱える課題や

地域資源を抽出し、地域課題の解決に向けた地域

で取り組む事業を選定するなど、協議を行ってき

ました。今年度２年目に入りましたが、さらに協

議を進めており、年内をめどに、地域住民自らの

手で地域のまちづくりの指針となる地域まちづく

り計画を策定し、その後、組織の規約や運営体制

の整備を進め、今年度末には設立総会を開催し、

地域まちづくり組織が設立されるように取り組ん

でいるところです。 

 ２校区での組織設立モデル事業は、今年度で終

了するため、モデル事業で得られた成果、課題や

そのプロセスを公開しながら、他の校区の設立準

備に着手したいと考えていますが、地域によって

人口規模、年齢構成、地域人材の有無など、それ

ぞれの地域特性や実情が違っていることから、ま

ずは全校区において新しいまちづくり組織が設立

されることを目指し、地域の方々としっかり話し

合いながら、段階的に進めていきたいと考えてい

ます。 

○副委員長（小野辰夫） この事業を非常に楽し

みにしていますが、今年で終わりという中で、こ

れが成功したのかどうかをいつまでに判断するの

でしょうか。 

○藤田地域コミュニティ課長 昨年から２か年で
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行っているモデル事業は、新しい組織をつくるた

めのモデル事業として取り組んでおり、来年以

降、どう運営していくかを地域の皆さんで協議し

てもらっている状況です。新しい組織は設立でき

るような方向で動いていますが、実際に運営して

いくのは、来年度以降になりますので、そのあた

りの状況等を見ながら、全校区に拡大するかどう

かも判断していきたいと考えています。 

○委員（藤原雅彦） モデル地域は、宮西地区、

中萩地区ということで校区のことだと思います

が、宮西校区、中萩校区の現在の自治会加入率を

教えてください。 

○藤田地域コミュニティ課長 加入率は、宮西校

区が47.5％、中萩校区が57.5％となっています。 

○委員（大條雅久） モデル地区の選定に当たっ

ては、１年をかけて組織ができるかできないかと

いう答弁だったと思いますが、ある程度のめどが

あって、２つの地区を選ばれたのではないです

か。 

○藤田地域コミュニティ課長 令和３年に新居浜

市地域コミュニティ基本指針を策定し、全校区で

取り組んでいこうとしていますが、予算の関係も

あり、モデル事業として２校区を先行して実施し

てみて、その状況を見ながら進めていきたいとし

ているところです。 

○委員（大條雅久） 組織づくりだけを話されて

いますが、動きにしても、活動にしても、他の校

区のモデルになりそうな見込みがあって手を挙げ

られた校区の中で２つを選ばれたのではないです

か。１年をかけてようやく組織ができるというの

は、正直ぴんとこないのですが。 

○藤田地域コミュニティ課長 まず、取組を進め

るに当たり、連合自治会とも話をして、取組がで

きる校区に手を挙げていただき、その中から今

回、宮西校区、中萩校区の２校区をモデル事業と

して選定して進めています。地域によっては、取

組を進めることが難しいと考えるところもあるみ

たいですが、全体としては取組を進めていくとい

う方向性は一致していると考えています。 

○委員（大條雅久） 進捗は別として、１年の成

果にはどういうものがありますか。 

○藤田地域コミュニティ課長 この２年間でいろ

いろな協議を重ね、ワークショップ等も複数回開

催しています。地域のネットワークも形成されて

きており、その中で一つの新しい組織を誕生させ

るよう、皆さんが協力しながら、来年度以降の具

体的な取組について、地域の中で考えてもらって

います。そういったところが成果であると考えて

います。 

【防災用品備蓄費】 

○委員（小野志保） 新しく購入した物は何でし

ょうか。 

○高橋危機管理課長 令和３年度において、分散

備蓄のローリングストック分以外に新たに購入し

た品目としては、消毒用アルコールタオル、ペー

パータオル、ビニール袋、手指消毒用アルコー

ル、使い捨てニトリル手袋の衛生用品と、折り畳

みコンテナボックスで、コンテナボックスに詰め

て、各小中学校、ワクリエ新居浜に配布していま

す。 

【家具転倒防止等推進費】 

○委員（米谷和之） ここ５年間の実績を教えて

ください。次に、利用者増に向けてどのような取

組を行ったのか、教えてください。 

○高橋危機管理課長 過去５年間の実績について

は、平成29年度は24件、平成30年度は20件、令和

元年度は16件、令和２年度は11件、令和３年度は

９件となっています。 

 次に、利用者増の取組については、市政だよ

り、公民館報、ホームページへの掲載、コミュニ

ティーＦＭの番組内での放送、防災センター利用

者や出前講座受講者への説明のほか、防災イベン

トの際に専用のブースを設けるなどにより周知を

図っています。 

○委員（米谷和之） 実績を見ると、コンスタン

トに減ってきているようです。利用者増に向けて

の令和３年度の取組ですが、私もほんの何件かで

すがお手伝いさせていただいたことがあります。

ほとんどが高齢者の方でしたが、この事業は知ら

ない方が玄関に来てアンケートを書いて終わりと

いうのではなく、寝室や居間へ入ってきたりされ

るわけです。そういうことに対する抵抗が非常に

大きいため、相談するにしても、ふだんから顔見

知りの自治会の方や、あるいは民生委員の仕事を

やたら増やしていいというわけではないですが、

民生委員などのような方に協力していただくとい

うようなやり方が非常に効果的だと思います。他

市でもそういうことで効果を上げているところが

あることは御存じだと思います。令和３年度は、

危機管理統括部長がいて、まさにそういう時期に
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福祉と連携をする、あるいは自治会と連携するな

ど、大いにこの事業を推進する必要があったし、

私は非常に効果的な事業だと思っており、そうい

うことができる要素はあったと思いますが、いか

がでしょうか。 

○高橋危機管理課長 事業の積極的な推進につい

ては、令和３年度まで事業実績は右肩下がりの状

況でしたが、昨年度、一昨年度の周知の成果によ

り、今年度は９月時点で９件と右肩上がりの方向

に転じています。委員さんの御指摘のとおり、福

祉関係部局や自治会等の関係者とも連携して、さ

らに取組を進めるように考えていきます。 

【花いっぱいのまちづくり事業費】 

○委員（篠原茂） 交付金事業の規定は、どのよ

うになっているのでしょうか。 

 次に、地域への交付金支出の継続は考えていま

すか。花は毎年種から育てていますから、経費は

毎年かかります。 

○藤田地域コミュニティ課長 交付金の規定につ

いては、新居浜市花いっぱいのまちづくり事業交

付金交付要綱に定めており、新居浜市内において

花いっぱいのまちづくりを継続して行うことがで

きる地域住民等で構成する団体を対象とし、主要

な公共道路等、多くの人の目につく場所におい

て、プランターの場合、最低100個以上、路地植

えの場合、最低100平米以上実施することを条件

に交付金を交付することとしています。 

 ただし、ほかの補助金等の対象となっている事

業内容については対象としていません。 

 次に、交付金支出の継続については、今後も花

いっぱいのまちづくりを推進していくため、対象

となる団体に対し、交付金の支出を継続していき

たいと考えています。 

○委員（篠原茂） 規定のところでプランターで

あれば100個、面積であれば100平米と言われまし

たが、泉川校区であればそのような箇所がまだ何

か所もありますが、申請はできるのでしょうか。 

○藤田地域コミュニティ課長 今現在、様々な制

度の下で花いっぱい運動は展開されていると考え

ており、例えば泉川校区であればほかの路線でも

大がかりにしていると思いますが、地域コミュニ

ティ課でコミュニティ活性化事業交付金を連合自

治会に通じて出しており、その中で取り組まれて

いる花いっぱい運動については、その交付金の中

でしていただきたいと考えています。 

○委員（篠原茂） まちづくりの花いっぱい運動

は、一回花を植えたら何年も花を植えなくてもい

いというわけではなく、毎年種から育てて花を植

えなければならないから、私たちはそんなにたく

さんのお金を頂戴したいというわけではないです

が、種代や肥料代、土代などの経費をプランター

100個、100平米以上のところには支給していただ

きたいということがあります。規定があるのであ

れば構いませんが、お金がないのは事実ですの

で、よろしくお願いいたします。 

【国際交流協会運営費】 

○委員（河内優子） 事業内容と課題についてお

伺いします。 

○藤田地域コミュニティ課長 国際交流協会で

は、外国人の生活支援と地域の国際化の推進の大

きく２つの事業を実施しています。外国人の生活

支援では、夜間及び日曜日の日本語学習事業、各

種の生活相談、外国人のごみの分別研修などを実

施するとともに、生活に関するサービスや災害情

報等をホームページやフェイスブック、ＬＩＮＥ

等を通じて多言語で提供しました。 

 地域の国際化に関する事業では、外国文化等に

関する講座、共生のまちづくり講座、地域の子供

たちとの多文化交流、ベトナム語、韓国語、中国

語の外国語講座などを実施しました。 

 なお、課題ですが、昨年度もコロナ禍でイベン

トや交流活動の中止が相次いだため、コロナ禍に

おいても支援や各種事業ができるようなオンライ

ン等を活用した情報収集や発信などの仕組みづく

りや工夫などが必要であると考えています。 

○委員（小野志保） １番、どのような国際交流

活動をしましたか。また、参加された外国人の人

数と日本人の人数を教えてください。 

 ２番、相談は何件あって、何件解決されたので

しょうか。 

 ３番、令和３年度に国際交流協会に来られた外

国人の人数は何人でしょうか。 

 ４番、令和元年度918万5,000円、令和２年度

990万1,000円、令和３年度1,001万1,000円と、

年々増加している理由は何でしょうか。 

 ５番、国際交流協会の認知度は、前年度と比較

して向上しましたか。 

○藤田地域コミュニティ課長 国際交流活動の内

容については、料理教室、異文化理解講座などの

各種講座、子供たちとの異文化交流、クリスマス
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マルシェ、あかがねシネマとのコラボ上映などの

各種イベント、外国人対象の日本語教室、ごみの

出し方研修会、ボランティア日本語教師養成講座

などを実施しました。 

 参加された外国人は延べ1,703名、日本人は

638名、全体で2,341名です。 

 次に、相談件数等については、日本語学習に関

するもの、生活支援に関するもの、コロナ禍のワ

クチン接種や各種手続に関するものなどで72件あ

り、これらの相談は全て解決しています。 

 次に、国際交流協会に来訪された外国人は、延

べ135名です。 

 次に、決算額の増額の理由については、令和元

年８月から本市で雇い入れています国際交流員の

報酬の増加、また令和３年度は、国の外国人受入

環境整備交付金を活用して、相談窓口の広報用ポ

スター、チラシの作成、翻訳端末などの環境整備

を行ったことによるものです。 

 次に、認知度については、はっきりした指標は

ありませんが、協会が開設しているフェイスブッ

クが、令和２年度はいいねの数が50件程度でした

が、令和３年度は217件にまで達するなど、口コ

ミやＳＮＳの効果もあり、少しずつですが認知度

が向上しているのではないかと考えています。 

○委員（小野志保） 国際交流協会に来られた

135名の外国人に対して日本人の方は何名来まし

たか。多いか少ないかだけで結構です。 

○藤田地域コミュニティ課長 日本人の数は統計

されておらず把握していませんが、昨年は文化セ

ンターがコロナの関係で４月から５月、８月から

10月、１月末から２月末までと、全部で５か月間

の休館もあった関係でこのように少ない数字にな

っています。 

○委員（小野志保） 認知度をなぜお聞きしたか

というと、私がお会いする外国人の方にお聞きす

ると知らないという方が全員です。先ほどのいい

ねの数については、私もいいねをしていますの

で、これで認知度が上がったというのはどうなの

かと思います。令和３年度にこれ以外で、認知度

を上げるために何か取り組んだことはありました

か。 

○藤田地域コミュニティ課長 決算額の増額のと

ころでも説明しましたが、外国人受入環境整備交

付金を活用した相談窓口の広報用ポスター、チラ

シを作って配布をするなど、広報活動には努めて

きましたので、認知度は以前よりは上がっている

ものと考えています。 

○委員（小野志保） どこに配布をしましたか。 

○藤田地域コミュニティ課長 学校へ配布したと

聞いています。 

【ボランティア活動推進事業費】 

○委員（小野志保） １番、登録団体、法人数を

教えてください。２番、付与されたポイント数と

獲得人数、また実施されたボランティア数は幾つ

でしょうか。３番、どのようなボランティアで付

与されましたか。 

○藤田地域コミュニティ課長 登録団体は、令和

４年３月末で50団体です。令和３年度は６万

6,200ポイントを付与しました。 

 なお、65歳以上に対するポイントは、シルバー

ポイントとして介護保険特別会計での支出とな

り、５万8,800ポイントを別途付与しています。 

 獲得人数は、延べ114名です。実施されたボラ

ンティアの数は、20件です。 

 ボランティアの内容については、地域の見守り

活動や消費生活モニター、障がい者福祉センター

での散歩、外出などの補助活動、切手収集活動、

海岸の清掃活動などです。 

 また、令和３年度は、新型コロナ感染症予防の

ワクチン接種の予約補助ボランティアに対しても

ポイントを付与しています。 

○委員（小野志保） 付与されたポイント数は６

万6,200ポイントということでしたが、これはボ

ランティアに参加した方に付与したポイント数で

すか。先ほど話に出てきたシルバーポイントとは

別ですか。 

○藤田地域コミュニティ課長 ボランティア活動

推進事業費の決算からすると、６万6,200ポイン

トで、全部地域コミュニティ課で付与しています

が、会計上、65歳以上の方は介護保険特別会計を

利用でき、福祉部で付与しています。そのため、

全体としては６万6,200ポイントと５万8,800ポイ

ントのボランティアがありましたが、ここの決算

上は、６万6,200ポイントとなります。 

【運転免許証自主返納促進事業費】 

○副委員長（小野辰夫） 戦後の団塊の世代が後

期高齢者となり、多くの返納者が増えると思われ

るが、令和２年の返納者と令和３年の返納者のア

フターフォロー面で違いはありますか。 

 返納後に一番必要なことは、返納後の手足とな
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るべき交通手段であるが、危機管理課としてその

ような考えはあるのでしょうか。 

○高橋危機管理課長 令和２年度と令和３年度の

返納者への支援について違いはありませんが、令

和４年度から、民間事業者の協力により、代行運

転業者３社、自転車販売業者１社、飲食店１店

舗、スーパーマーケット２店舗の支援が追加され

ています。 

 返納後の手足となる交通手段に対する危機管理

課としての考えは、危機管理業務の中での対応は

難しく、福祉や地域交通等の面での取組と考えて

おり、今後関係部局と協議していきます。 

○委員（近藤司） 令和３年度の運転免許証自主

返納者は619人となっていますが、この制度がで

きてからの自主返納者の推移はどのようになって

いるのでしょうか。 

 ２点目、自主返納者619人に対して、92万

7,000円の事業費が使われていますが、１人当た

りにすると約1,500円になります。自主返納を促

進するための事業費としては少ないと感じます

が、どのように認識しているのでしょうか。例え

ば、あかがねポイントを付与するなどの制度を考

えてはどうでしょうか。先ほどの答弁では、今後

関係部局と連携を取って検討するというようなこ

とでしたが、あかがねポイントのポイント率を自

主返納者に多く与えたり、デマンドタクシーやバ

ス、またタクシーを利用する場合にポイントを使

用できるように考えるなどの検討をされてはどう

かと思いますが、いかがでしょうか。 

○高橋危機管理課長 自主返納者の推移ですが、

平成30年度から事業を開始しており、平成30年度

は636人、令和元年度は767人、令和２年度は

653人、令和３年度は619人で、４年間で合計

2,675人に助成しています。 

 自主返納者に対する事業費が少ないと感じる中

でのあかがねポイントの付与などの制度を考えて

はどうかについて、本事業は、運転経歴証明書の

発行に要する申請手数料として県証紙代1,100円

及び証明書の郵送料として簡易書留代404円を助

成することで、返納される方の負担を少なくする

ものです。 

 あかがねポイントの付与などについては、今後

事業担当課と協議していきます。 

○委員（神野恭多） 先ほどの答弁の中で、代行

業者３社とありましたが、どういった形で協力い

ただいているのか、教えてください。 

○高橋危機管理課長 代行業者３業者の支援につ

いては、県警察本部で事業協力をいただける方の

把握とその内容について登録をしているもので、

代行業者の支援内容は、代行運賃の１割引きと聞

いています。 

○委員（神野恭多） 車に乗れないので代行は使

えないと思うのですが、その辺がもし分かれば教

えてください。 

○高橋危機管理課長 支援の内容については、代

行運賃の１割引きということで、確かに運転免許

を返納されている方の支援ということにはならな

いかと思います。詳しい内容については、今把握

をしていませんので、警察に問合せをします。 

【住宅新築資金等貸付金償還事業費】 

○委員（大條雅久） 財源の内訳について説明を

お願いします。 

 諸収入とはどんな収入でしょうか。また、本事

業に係る収支は249万4,000円で全てということで

すか。 

○上野人権擁護課長 まず、財源については、事

業費249万4,000円のうち、県支出金34万8,000円

及び諸収入214万6,000円となります。このうち、

県支出金については、国、県の補助事業である住

宅新築資金等貸付助成事業を利用し、当年度にお

ける滞納者に係る処理数等に応じ、県から補助金

支出を受けています。 

 諸収入については滞納者からの支払金、いわゆ

る貸付金元利収入で、元金と利子収入のみとなっ

ています。支出については249万4,000円で全てで

す。収入については、県からの補助金と滞納者に

よる貸付金元利収入であり、合計額は624万円と

なっています。決算の内訳としては、事業費に

249万4,000円、人件費に374万6,000円を充当して

います。 

○委員（大條雅久） 諸収入は、遅れて回収して

いる元金と利息ということですが、回収が終わっ

てない金額に関しては利息等の発生はしていない

のですか。それが県の支出金になるのですか。 

○上野人権擁護課長 まず、県支出金について

は、１件当たり定められている額に対象者数を乗

じた額等によって算定されています。 

 利子については、現在の滞納額は、元金分と利

子分により、１回当たりの支払い額が決定されて

おり、その額に対する支払いを行っていただいて
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いるところです。 

○委員（大條雅久） 参考にお聞きしますが、滞

納金額は幾らになっていますか。 

○上野人権擁護課長 令和４年４月１日現在の滞

納額は、滞納者が34名、件数が50件、収入未済額

が１億2,288万6,000円となっています。 

【墓地管理費】【市営墓地整備費】 

○委員（大條雅久） まず、墓地管理費につい

て、平成30年の決算と比べますと300万円以上増

えています。また、令和元年から毎年十数万円ず

つ金額が増えているようですが、理由を教えてく

ださい。 

 財源についてほとんどが一般財源ですが、使用

料、手数料等その他の財源を充てるなどの工夫は

されたのでしょうか。財源に使用料１万2,000円

とありますが、この使用料の内訳は何でしょう

か。 

 次に市営墓地整備費の財源の使用料について説

明をお願いします。 

○安藤環境衛生課長 まず、墓地管理費の主な増

額理由は、市営墓地管理に関する委託料の増加で

す。平成30年度と令和３年度の委託料金額を比較

すると、334万2,400円増加しています。理由とし

ては、賃金上昇並びに路等の共用部分と近年増加

している無縁墓所や空き墓所の除草及びごみ処理

について利用者から苦情が増加していたことか

ら、除草やごみ捨ての回数を増やすなど、作業工

数の見直しを委託料に反映させたものです。ま

た、令和３年度については、市営墓地管理に支障

のある樹木伐採を緊急に実施しました。 

 次に、財源の工夫については、市営墓地の財源

は、新たな利用者負担を求めるべく、令和２年度

より５年計画で使用者調査を実施しており、台帳

の整備、承継手続などを進め、使用者の確定に努

めているところです。市としても、受益者負担の

必要性は承知しており、３墓地の使用者調査の結

果を見据えつつ、管理料徴収の検討を進めていま

す。 

 次に、墓地管理費及び市営墓地整備費の財源の

内訳等について、両事業の使用料は真光寺、土ヶ

谷及び黒岩の３墓地での返還区画の再貸出しによ

る使用料です。令和３年度は、真光寺墓地の

3.5平米、２区画、計７平米を再使用許可し、

0.1平米当たり２万1,000円の使用料、計147万円

を徴収しましたが、市営墓地整備費の歳出決算額

が145万8,000円となりましたことから、徴収使用

料のうち、145万8,000円を市営墓地整備費に充当

し、残りの１万2,000円を墓地管理費に充当しま

した。 

○委員（大條雅久） 令和２年より５か年計画で

進められている使用者の確定は、大変な事業だと

思いますが、計画どおりの５年と言わず早くでき

るのであればしてもらいたいと思います。 

 また分かっている方から管理料を徴収されたら

どうかと思いますが、どのように考えています

か。 

○安藤環境衛生課長 ３墓地については、平尾墓

園と違い、それぞれの区画について統一性が取ら

れておらず、使用者調査の調査票が返送されてい

ないがきちんと墓参をされている方も確認してお

り、負担の公平性も鑑みつつ、使用料の徴収をど

ういった形で計画していくかも検討中であり、今

のところ、分かった方から先行して使用料を徴収

する段階には至っていません。 

  午後 ４時００分散会 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

 

 

 

 


